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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

売上高 (百万円) 327,526321,185293,086315,480295,851

経常利益 (百万円) 18,228 17,144 13,113 12,140 12,969

当期純利益 (百万円) 11,641 10,062 7,097 9,543 7,173

包括利益 (百万円) ― ― ― 9,703 7,946

純資産額 (百万円) 150,417151,775151,768161,768164,574

総資産額 (百万円) 224,121220,651211,809237,436228,135

１株当たり純資産額 (円) 1,091.831,151.811,199.291,238.661,289.57

１株当たり当期純利益 (円) 83.87 75.60 55.18 73.92 55.50

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 83.87 － 55.15 73.80 55.38

自己資本比率 (％) 66.5 68.4 71.2 67.7 71.7

自己資本利益率 (％) 7.9 6.7 4.7 6.1 4.4

株価収益率 (倍) 10.30 10.90 16.40 11.38 16.14

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,033 19,639 10,055 △1,585 31,734

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △11,117 △6,501 △9,257 △3,418 △4,015

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △8,314 △7,731 △7,669 △364 △11,901

現金及び現金同等物の
期末残高

(百万円) 24,294 29,876 23,005 17,635 33,454

従業員数 (人) 8,173 8,203 8,407 10,012 9,758

(注) １  売上高には、消費税等は含まれていない。

２  従業員数は、就業人員数である。

３  第６期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式

が存在しないため記載していない。

４　当連結会計年度より、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたり、「１株当たり当期純利益に

関する会計基準」(企業会計基準第２号　平成22年６月30日)、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日)、及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の

取扱い」(実務対応報告第９号　平成22年６月30日)を適用している。当該会計方針の変更は遡及適用され、第

８期連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、遡及処理している。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

営業収益 (百万円) 3,284 3,604 3,500 3,311 3,477

経常利益 (百万円) 2,518 2,730 2,681 2,550 2,715

当期純利益 (百万円) 2,456 2,630 2,560 2,406 2,695

資本金 (百万円) 10,000 10,000 10,000 10,000 10,000

発行済株式総数 (千株) 145,977145,977145,977145,977145,977

純資産額 (百万円) 100,818 95,659 90,803 94,252 91,423

総資産額 (百万円) 132,773131,768128,691135,357135,330

１株当たり純資産額 (円) 737.06 729.40 719.83 719.19 716.08

１株当たり配当額
(内１株当たり中間配当額)

(円)
(円)

17.00
(7.00)

20.00
(10.00)

20.00
(10.00)

20.00
(10.00)

20.00
(10.00)

１株当たり当期純利益 (円) 17.67 19.74 19.89 18.58 20.75

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) 17.67 － 19.88 18.55 20.70

自己資本比率 (％) 75.9 72.5 70.4 69.4 67.2

自己資本利益率 (％) 2.4 2.7 2.8 2.6 2.9

株価収益率 (倍) 48.88 41.75 45.50 45.26 43.18

配当性向 (％) 96.2 101.3 100.6 107.63 96.38

従業員数 (人) 43 43 43 42 44

(注) １  営業収益には、消費税等は含まれていない。

２  従業員数は、就業人員数である。

３  第６期事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載していない。

４　第６期事業年度の１株当たり配当額20円には、創立５周年の記念配当３円を含んでいる。

５　当事業年度より、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定にあたり、「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準」(企業会計基準第２号　平成22年６月30日)、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第４号　平成22年６月30日)、及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱

い」(実務対応報告第９号　平成22年６月30日)を適用している。当該会計方針の変更は遡及適用され、第８期

事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益について、遡及処理している。
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２ 【沿革】

　当社は、平成15年９月に、電気通信設備工事事業及びその他の事業などを行っている日本コムシス株式会

社、サンワコムシスエンジニアリング株式会社（平成17年４月に商号を株式会社三和エレックから変更）

及び東日本システム建設株式会社の３社の株式移転により、完全親会社「コムシスホールディングス株式

会社」として設立された。

　当社設立以降の企業集団に係る経緯は、次のとおりである。
　

年　　月 概　　　　　　　　　　　　要

平成15年９月 日本コムシス株式会社、株式会社三和エレック及び東日本システム建設株式会社が

株式移転により当社を設立。

当社の普通株式を株式会社東京証券取引所及び株式会社大阪証券取引所の市場第

一部に上場。

平成16年９月 株式会社三和エレックの第三者割当増資を引き受け。

平成17年１月 株式会社三和エレックのＮＴＴ情報通信エンジニアリング事業を日本コムシス株

式会社に集約。

平成17年４月 株式会社三和エレックはサンワコムシスエンジニアリング株式会社に商号変更。

日本コムシス株式会社の電気通信エンジニアリング事業のうちキャリア系ビジネ

スをサンワコムシスエンジニアリング株式会社に集約。

平成17年10月株式交換により國際電設株式会社（現ウィンテック株式会社）を完全子会社化し、

同日付で日本コムシス株式会社の完全子会社化。

平成19年４月 コムシスシェアードサービス株式会社を日本コムシス株式会社から当社の完全子

会社とし、コムシスグループの共通業務アウトソーシング会社の位置づけを明確

化。

平成21年４月 日本コムシス株式会社のＩＴソリューション事業のうちソフトウェア開発事業を、

新設分割により設立したコムシス情報システム株式会社へ承継し、同日付でコムシ

ス情報システム株式会社を当社の完全子会社化。

平成22年10月株式交換により株式会社つうけんを完全子会社化。
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３ 【事業の内容】

　当社を持株会社とする「コムシスグループ」は、当社及び日本コムシス株式会社、サンワコムシスエンジ

ニアリング株式会社、東日本システム建設株式会社、株式会社つうけん、コムシス情報システム株式会社の

５統括事業会社に加え、子会社48社及び関連会社８社から構成され、電気通信建設工事業を中心とする「電

気通信設備工事事業」及び情報処理関連事業等の「その他の事業」を主な事業内容としている。

　事業の系統図は概ね次のとおりである。
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４ 【関係会社の状況】
　

名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

日本コムシス㈱     　　 (注)２、５
東京都
品川区

31,140
日本コムシス

グループ
100.0
 

経営管理に関する契約を
締結している。
役員の兼任        10名

サンワコムシスエンジニアリング㈱
　　　　　　　　　　　  (注)２、５

東京都
杉並区

3,624
サンワコムシス

エンジニアリング

グループ

100.0
 

経営管理に関する契約を
締結している。
役員の兼任        ２名

東日本システム建設㈱
長野県
長野市

450
東日本システム

建設グループ
100.0
 

経営管理に関する契約を
締結している。
役員の兼任        ２名

㈱つうけん       　　　 (注)２
札幌市
白石区

1,432つうけんグループ 100.0
経営管理に関する契約を
締結している。
役員の兼任　　　　２名

コムシス情報システム㈱
東京都
港区

450
コムシス情報

システムグループ
100.0

経営管理に関する契約を
締結している。
役員の兼任        ２名

コムシスシェアードサービス㈱
東京都
港区

75その他 100.0
業務の一部を委託してい
る。
役員の兼任        ２名

東京通建㈱
東京都
港区

54
日本コムシス

グループ

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

日東通建㈱
東京都
港区

60
日本コムシス

グループ

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。
役員の兼任        １名

コムシスエンジニアリング㈱
東京都
杉並区

80
日本コムシス

グループ

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

ウィンテック㈱
埼玉県
戸田市

80
日本コムシス

グループ

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

コムシス関西エンジニアリング㈱
大阪市
東成区

50
日本コムシス

グループ

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

コムシス九州エンジニアリング㈱
福岡市
博多区

50
日本コムシス

グループ

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

徳島通信建設㈱
徳島県
徳島市

41
日本コムシス

グループ

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

通信電設㈱
横浜市
都筑区

30
日本コムシス

グループ

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

日本海通信建設㈱
新潟県
妙高市

87
日本コムシス

グループ

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

コムシスネット㈱
東京都
品川区

50
日本コムシス

グループ

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

コムシス東北テクノ㈱
仙台市
若林区

50
日本コムシス

グループ

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

コムシス通産㈱
東京都
港区

60
日本コムシス

グループ

100.0
(100.0)

事務用機器等のリースを
受けている。
役員の兼任        １名

㈱大栄製作所
東京都
品川区

60
日本コムシス

グループ

60.7
(60.7)

営業上の取引はない。

三和電子㈱
東京都
千代田区

90
サンワコムシス

エンジニアリング

グループ

96.0(96.0)営業上の取引はない。

㈱エス・イー・シー・ハイテック
千葉県
我孫子市

30
サンワコムシス

エンジニアリング

グループ

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

サンコムテクノロジ㈱
東京都
北区

30
サンワコムシス

エンジニアリング

グループ

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

㈱アルスター
長野県
長野市

40
東日本システム

建設グループ

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

㈱トーシス新潟
新潟市
西区

42
東日本システム

建設グループ
89.2(89.2)営業上の取引はない。

㈱トーシスアクティス
新潟県
長岡市

49
東日本システム

建設グループ
96.3(96.3)営業上の取引はない。

　

EDINET提出書類

コムシスホールディングス株式会社(E00322)

有価証券報告書

  6/121



　
　　

名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業
の内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

チューリップライフ㈱
新潟市
西区

40
東日本システム

建設グループ

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

㈱つうけんアドバンスシステムズ
札幌市
東区

300つうけんグループ
100.0
(100.0)

営業上の取引はない。
役員の兼任　　　　１名

㈱つうけんテクノネット
札幌市
中央区

80つうけんグループ
100.0
(100.0)

営業上の取引はない。
役員の兼任　　　　１名

㈱つうけんテクノロジー
東京都
文京区

40つうけんグループ
100.0
(100.0)

営業上の取引はない。
役員の兼任　　　　１名

㈱つうけんアクト
札幌市
北区

300つうけんグループ
100.0
(100.0)

営業上の取引はない。
役員の兼任　　　　１名

つうけんビジネス㈱
札幌市
白石区

20つうけんグループ
60.0
(60.0)

営業上の取引はない。
役員の兼任　　　　１名

㈱つうけんセピア
札幌市
東区

20つうけんグループ
100.0
(100.0)

営業上の取引はない。
役員の兼任　　　　１名

㈱つうけんハーテック
札幌市
西区

40つうけんグループ
100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

道央通信㈱
札幌市
厚別区

20つうけんグループ
100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

北東電設㈱
札幌市
白石区

10つうけんグループ
100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

大有通信建設㈱
北海道
旭川市

20つうけんグループ
100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

㈱つうけん道東エンジニアリング
北海道
帯広市

20つうけんグループ
100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

㈱つうけん道南エンジニアリング
北海道
北斗市

20つうけんグループ
100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

コムシステクノ㈱
東京都
品川区

50
コムシス情報

システムグループ

100.0
(100.0)

営業上の取引はない。

(注）１　「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載している。

２  特定子会社に該当する。

３  上記連結子会社39社は、いずれも有価証券報告書または有価証券届出書を提出していない。また、当社との

「資金の集中・配分等のサービスに関する基本契約書」に基づき、キャッシュマネジメントシステム（ＣＭ

Ｓ）を通じてコムシスグループ相互間で余剰不足資金を融通し、資金の効率化を図っている。

４  議決権の所有割合の(　)内は、間接所有割合で内数である。

５  日本コムシス株式会社及びサンワコムシスエンジニアリング株式会社については、売上高（連結会社相互間

の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割合が10％を超えている。

日本コムシス株式会社の主要な損益情報等

①　売上高                163,854百万円

②　経常利益                8,282百万円

③　当期純利益              4,176百万円

④　純資産額            　131,618百万円

⑤　総資産額              168,760百万円

サンワコムシスエンジニアリング株式会社の主要な損益情報等

①　売上高                 44.563百万円

②　経常利益                1,435百万円

③　当期純利益                848百万円

④　純資産額               11,384百万円

⑤　総資産額               23,525百万円
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況
平成24年３月31日現在

グループ 区分 従業員数(人)

日本コムシスグループ

電気通信設備工事事業 3,894

その他の事業 256

全社(共通) 533

計 4,683

サンワコムシスエンジニアリンググループ

電気通信設備工事事業 1,162

その他の事業 332

全社(共通) 46

計 1,540

東日本システム建設グループ

電気通信設備工事事業 817

その他の事業 169

全社(共通) 51

計 1,037

つうけんグループ

電気通信設備工事事業 1,315

その他の事業 454

全社(共通) 39

計 1,808

コムシス情報システムグループ

電気通信設備工事事業 0

その他の事業 485

全社(共通) 17

計 502

その他

電気通信設備工事事業 0

その他の事業 13

全社(共通) 175

計 188

合計 9,758

(注) １  従業員数は、就業人員数である。なお、当連結会計年度末における臨時従業員の総数は従業員数の100分の10未

満であるため記載していない(以下「(2)提出会社の状況」においても同じ。)。

２  全社(共通)として記載されている従業員数は、主に管理部門に所属しているものである。
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(2) 提出会社の状況
平成24年３月31日現在

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

44 48.5 23.8 8,499,061

　
セグメントの名称 従業員数(人)

その他 44

合計 44

(注) １  従業員数は、就業人員数であり、主としてグループ会社の出向者からなるため、平均勤続年数は各社での勤続

年数を通算している。

２  平均年間給与は、平成24年３月31日に在籍した従業員の給与の他、賞与及び基準外賃金を含んでいる。

　

(3) 労働組合の状況

　コムシスグループは、コムシス関連労働組合協議会（組合員数3,052人）、サンコムユニオン（組合員数

548人）、トーシスグループ労働組合（組合員数618人）及び北海道情報通信建設労働組合（組合員数323

人）があり、それぞれ情報産業労働組合連合会に属している。

　なお、労使関係については良好であり、特に記載すべき事項はない。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

＜コムシスグループの業績＞

当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況にある中で、

各種の政策効果等を背景に、景気は緩やかに持ち直しの兆しがみられるものの、欧州の政府債務危機の影

響や原油価格の上昇、これらを背景とした海外景気の下振れなどにより、依然として不透明な状況で推移

してきた。

コムシスグループを取り巻く情報通信分野においては、スマートフォン利用者の増加に伴う通信量急

増に対する設備の増設や「ＬＴＥ」（次世代携帯電話通信規格）等の高速・大容量化に向けたネット

ワーク整備への投資が進んでいるほか、東日本大震災の被災地域における通信設備の復旧・復興工事も

着実に進められた。また、ＩＣＴ利活用による持続的経済成長に加えて、今後は災害に強い情報通信ネッ

トワークの確立が求められている。

コムシスグループとしては、日本コムシス株式会社をはじめとする統括事業会社を中心に各ステーク

ホルダーの期待に応えるために、これまで推進してきた構造改革の継続・深化を図り、「施工技術力の維

持・向上」「市場競争力の強化」「経営基盤の拡充」を目指すとともに、新たな成長戦略構築のために

グループを挙げて新規事業に取り組んできた。また、通信事業者の要請のもと、グループ一丸となって震

災後の通信設備の復旧・復興工事にも積極的に取り組んできた。

このような状況のもと、株式会社つうけんとの経営統合による効果はあったものの、民間企業の設備投

資が減少したことやＩＲＵ・地デジ対策事業が一巡したことなどにより、受注高2,977億6千万円（前期

比1.2％増）、売上高2,958億5千万円（前期比6.2％減）となった。一方、利益面については、構造改革によ

る生産性の向上及び経費節減に努めるとともに、前期に実施した経営基盤強化策の効果等により営業損

益は大幅に改善し、営業利益125億9千万円（前期比6.9％増）、当期純利益71億7千万円（前期比24.8％

減）となった。なお、当期純利益の減少は、前期に特別利益として計上した経営統合に伴う負ののれん発

生益の影響等によるものである。

　
グループ別の業績については、以下のとおりである。

●グループ別の受注高・売上高・セグメント利益[営業利益又は損失（△）]

（単位：百万円）

セグメントの名称
受注高 売上高

セグメント利益

[営業利益又は損失(△)]

金 額 前期比 金 額 前期比 金 額 前期比

日本コムシスグループ 178,220△8.4%172,780△12.5% 9,374 19.6%

サンワコムシスエンジニアリンググループ 52,696△6.8% 52,254△11.4% 1,795 34.6%

東日本システム建設グループ 22,782△3.9% 22,690 3.1% 752 15.0%

つうけんグループ 36,191 ― 40,348 ― 682 ―

コムシス情報システムグループ 7,384△15.4% 7,283△8.3% △351 ―

（注）１　「受注高」及び「売上高」は外部顧客への取引高を記載している。

 ２　つうけんグループは平成22年10月１日よりコムシスグループに加わったことから前期比表示を「―」として

いる。
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＜日本コムシスグループの業績＞

日本コムシスグループは、これまで推進してきた構造改革を継続・深化させて「元請マネジメントの

強化」や「グループシナジーの具現化による総合生産性の向上」等の利益改善策に積極的に取り組んで

きた。また、新たな成長戦略構築の一環として、ＩＴマネジメントサービス事業分野やサーバービジネス

事業分野等におけるインキュベーション（起業支援）施策にも取り組んできた。　

この結果、受注高及び売上高については、民間企業の設備投資の減少やＩＲＵ・地デジ対策事業が一巡

したことなどにより大きく減少したが、営業利益は構造改革による生産性の向上及び経費節減に努める

とともに、前期に実施した経営基盤強化策の効果等により大幅な増益となった。

　

＜サンワコムシスエンジニアリンググループの業績＞

サンワコムシスエンジニアリンググループは、「利益を生み出す施工力の強化」や「筋肉質を実現す

る管理・間接費の削減」等これまで推進してきた構造改革の各種施策を深化させることにより利益向上

に積極的に取り組んできた。

この結果、受注高及び売上高は、請負単価の低減化及び官公庁・民間企業分野での熾烈な受注獲得競争

の影響等により大きく減少したが、営業利益は前期に実施した経営基盤強化策や構造改革の効果等によ

り大幅な増益となった。　

　

＜東日本システム建設グループの業績＞

東日本システム建設グループは、基軸事業であるＮＴＴ工事において、震災復旧支援に積極的に取り組

みながら、前期繰越工事の確実な完成と通信キャリアの新潟エリア参入で増加したアクセス工事の完成

に努めるとともに、減収傾向に歯止めを掛ける施策の一つとして、「保守系事業改革」を改革テーマに掲

げ取り組んできた。

この結果、受注高は民需市場の低迷により減少したものの、売上高はＮＴＴ工事の完成等により増加

し、営業利益も稼働の最適化と選別受注による不採算工事の減少等により大幅な増益となった。

　

＜つうけんグループの業績＞

つうけんグループは、ＩＲＵ・地デジ対策事業が一巡したことなどから厳しい受注・売上環境にある

中で、コスト改善による営業利益確保に努めたほか、経営統合によるシナジーを発揮するために、事業の

再編やコムシスグループとの基幹システム統合、更には、サービス総合工事のエリア統合による工事稼働

の効率的運用にも意欲的に取り組んできた。　

なお、つうけんグループは平成22年10月からコムシスグループに加わったことから、前期との比較は

行っていない。　

　

＜コムシス情報システムグループの業績＞

コムシス情報システムグループは、「営業活動の強化による受注確保・拡大」及び「稼働率の向上と

プロジェクト管理による利益の確保」を重点課題として事業を展開してきた。

しかしながら、受注高及び売上高はソフトウェア市場縮小化の中、新規案件獲得の不調等により大きく

減少し、また、営業損益は不採算プロジェクトの影響等により大幅な営業損失となった。

　

（参考）＜当社（持株会社）の状況＞

当社は、日本コムシス株式会社等統括事業会社から経営管理料として８億５千万円、配当金として26億

２千万円を受領した。その結果、営業収益は34億７千万円、経常利益は27億１千万円、当期純利益は26億９

千万円となった。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ158

億１千万円増加し、当連結会計年度末には、334億５千万円（前期比89.7％増）となった。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりである。

　

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少額212億５千万円、税金等調整前当期純利益

122億６千万円、減価償却費46億４千万円などの増加要因に対し、仕入債務の減少額68億３千万円、法人

税等の支払額39億４千万円などの減少要因を差し引いた結果、317億３千万円の収入(前期は15億８千

万円の支出超過)となった。

　

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出40億７千万円、無形固定資産

の取得による支出19億６千万円などにより、40億１千万円の支出超過(前期は34億１千万円の支出超

過)となった。

　

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の純減少額62億６千万円、自己株式の取得による

支出30億円及び配当金の支払額25億９千万円などから119億円の支出超過(前期は３億６千万円の支出

超過)となった。

　

２ 【生産、受注及び販売の状況】

　コムシスグループが営んでいる事業の大部分を占める電気通信設備工事事業では生産実績を定義するこ

とが困難であり、電気通信設備工事事業においては請負形態をとっているため販売実績という定義は実態

にそぐわない。

　よって「生産、受注及び販売の状況」については、当社の連結での受注、売上及び手持高の状況をセグメン

ト別に記載している。
　

(1) 受注実績

セグメントの名称

前連結会計年度
（自  平成22年４月１日
    至  平成23年３月31日）

（百万円）

当連結会計年度
（自  平成23年４月１日
    至  平成24年３月31日）

（百万円）

前期比
（％）

日本コムシスグループ 194,537 178,220 △8.4

サンワコムシスエンジニアリンググループ 56,553 52,696 △6.8

東日本システム建設グループ 23,706 22,782 △3.9

つうけんグループ 10,323 36,191 ―

コムシス情報システムグループ 8,726 7,384 △15.4

その他 518 493 △4.7

合　　　　計 294,365 297,769 1.2

(注) １  受注実績は外部顧客への取引高を記載している。

２　上記金額には、消費税等は含まれていない。

３　つうけんグループは平成22年10月よりコムシスグループに加わったため、前期比データは記載していない。
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(2) 売上実績

セグメントの名称

前連結会計年度
（自  平成22年４月１日
    至  平成23年３月31日）

（百万円）

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
   至　平成24年３月31日）

（百万円）

前期比
（％）

日本コムシスグループ 197,403 172,780△12.5

サンワコムシスエンジニアリンググループ 58,966 52,254 △11.4

東日本システム建設グループ 22,013 22,690 3.1

つうけんグループ 28,640 40,348 ―

コムシス情報システムグループ 7,938 7,283 △8.3

その他 518 493 △4.7

合　　　　計 315,480 295,851 △6.2

(注) １  売上実績は外部顧客への取引高を記載している。

２　上記金額には、消費税等は含まれていない。

３　つうけんグループは平成22年10月よりコムシスグループに加わったため、前期比データは記載していない。

４  主な相手先別の売上及びその割合は次のとおりである。

相手先

前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
  至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

ＮＴＴグループ 164,073 52.0 180,002 60.8

(注) １  ＮＴＴグループは、東日本電信電話株式会社、西日本電信電話株式会社、エヌ・ティ・ティ・コミュ

ニケーションズ株式会社、株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ等である。

２  上記金額には、消費税等は含まれていない。

　

(3)手持高（平成24年３月31日現在）

セグメントの名称

前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
  至  平成23年３月31日)

（百万円）

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
  至  平成24年３月31日)

（百万円）

前期比
（％）

日本コムシスグループ 44,690 50,129 12.2

サンワコムシスエンジニアリンググループ 11,345 11,788 3.9

東日本システム建設グループ 5,036 5,127 1.8

つうけんグループ 8,617 4,460 ―

コムシス情報システムグループ 2,030 2,132 5.0

その他 ― ― ―

合　　　　計 71,720 73,638 2.7

(注）１  手持高は外部顧客への取引高を記載している。

２　上記金額には、消費税等は含まれていない。

３　つうけんグループは平成22年10月よりコムシスグループに加わったため、前期比データは記載していない。
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３ 【対処すべき課題】

コムシスグループを取り巻く情報通信市場は、スマートフォンやタブレット型端末の急速な普及により

活況を呈しているが、新規事業者の参入や技術革新の変化が速く、また、通信事業者による顧客獲得競争は

熾烈化している。

このような状況のもと、短期的には設備投資は期待できるものの、工事の小規模化に加えて、投資構造は

インフラ整備からサービスへの投資に大きく移行しており、通信建設業界における受注は、中長期的にみる

と厳しさを増すものと想定される。また、東日本大震災による影響が依然として厳しい状況にある中で、先

行きの情勢を見極めることが困難な状況ではあるが、これまで推進してきた構造改革を継続・深化させる

とともに、以下の項目を対処すべき課題として認識している。

　
①　震災後の通信インフラ設備の復興

通信事業者の要請のもと、引き続き復興工事への稼働要請に最大限応えるべく、グループを挙げて通信

インフラ設備の復興に取り組んでいくこととする。

　
②　構造改革「ＣＯＭＳＹＳ　ＷＡＹ」の継続・深化

・グループ事業運営体制の再構築

　・保守運用ビジネスの本格展開を見据えた体制構築

　・新規ビジネスの新たな展開

　・民需ビジネスの採算性向上

　・ＩＴ武装化による生産性及び効率性の向上

　
③　ＢＣＰ（事業継続計画）等の策定と実行

災害時における社員と社員の家族の安全確保を最優先に考え、あわせてお客様からのご要望等に応え、

事業の継続を図っていくこととする。また、防災・減災、省エネ・新エネルギー対策にも積極的に取り組

み、災害に強い企業集団を目指していくこととする。

　
４ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には、以下のようなものがある。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在においてコムシスグループが判断したものであ

る。

　
(1) 特定取引先への依存に伴うリスク

コムシスグループの主たる事業はＮＴＴグループ各社を主要取引先とした電気通信設備工事事業であ

るが、その依存度が50％を超えているため、ＮＴＴグループ各社の設備投資の規模や構造等の動向によ

り、コムシスグループの業績に影響を及ぼすリスクを有している。
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(2) 安全品質に関するリスク

コムシスグループは「安全・品質と信頼の確保」を最優先に、人身事故はもとより設備事故を含めた

「事故の撲滅」を目標に、協力会社を含めた社員研修等の実施により、工事の安全品質管理の徹底に取り

組んでいる。しかしながら、万が一、事故を発生させた場合、各取引先に対し信頼を失うとともに、一定期

間指名停止等による受注機会の喪失や瑕疵担保責任及び製造物責任の履行等により、グループの業績に

影響を及ぼすリスクを有している。

また、コムシスグループは、個人情報を含む取引先から委託された情報等の管理については、統括事業

会社のＩＳＭＳ（情報セキュリティマネジメントシステム）やプライバシーマークの認証取得の実績を

活かし、グループ全体として情報セキュリティ管理に万全を期している。しかしながら、万が一、預かった

情報の処理・保管等の再委託先による情報流出や外部からの不正アクセス等の犯罪行為による情報漏洩

が発生した場合、各取引先に対する信頼を失うとともに、管理責任を問われる損害賠償責任の履行等によ

り、グループの業績に影響を及ぼすリスクを有している。

　
(3) 業績の季節変動に伴うリスク

コムシスグループの主たる事業である電気通信設備工事事業においては、受注及び売上の計上が年度

末である第４四半期に偏重する傾向があるため、連結会計期間の上半期と下半期のグループ業績に著し

い相違が生じるリスクを有している。

　
(4) 保有資産に関するリスク

コムシスグループは、事業運営上の必要性から、不動産や有価証券等の資産や年金資産を保有している

が、時価の変動等により、グループの業績に影響を及ぼすリスクを有している。

　
(5) 取引先の信用リスク

コムシスグループは、取引先に関して外部調査機関等の利用によるリアルタイムな与信管理を厳格に

行うとともに、法務部門による契約書審査を行うなど、信用リスク回避に向けて万全の体制を構築してい

る。しかしながら、万が一、取引先の信用不安が発生した場合、当該取引先が顧客であれば工事代金の回収

不能の発生、または、外注先であれば工事の施工遅延等により、グループの業績に影響を及ぼすリスクを

有している。

　
５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項なし。　

　

６ 【研究開発活動】

コムシスグループの研究開発は、近年改良・改善的活動に移行しており、研究開発費は発生していな

い。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在においてコムシスグループが判断したものである。
　

(1) 重要な会計方針及び見積り

コムシスグループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基

づき作成されている。この連結財務諸表の作成に当たって、必要と思われる見積り及び判断は合理的な基

準に基づき実施しているが、見積りには不確実性が伴うため、実際の結果は、これらの見積りとは異なる

場合がある。なお、詳細については、「第５　経理の状況　１　連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　連結財務

諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載している。
　

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析

①　概要

「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(１)業績」に記載のように、コムシスグループを取り巻く情報

通信分野においては、通信量急増に対する設備の増設や高速・大容量化に向けたネットワーク整備への

投資が進んでいるほか、東日本大震災からの復旧・復興工事も着実に進められた。また、ＩＣＴ利活用に

よる持続的経済成長に加えて、今後は災害に強い情報通信ネットワークの確立が求められている。

このような状況のもと、コムシスグループとしては、５統括事業会社を中心に各ステークホルダーの期

待に応えるために、これまで推進してきた構造改革の継続・深化を図るとともに、新たな成長戦略構築の

ためにグループを挙げて新規事業に取り組んできた結果、当連結会計年度の売上高は2,958億５千万円、

営業利益は125億９千万円、経常利益は129億６千万円、当期純利益は71億７千万円となった。
　

②　売上高

株式会社つうけんとの経営統合による効果はあったものの、民間企業の設備投資が減少したことや

ＩＲＵ・地デジ対策工事が一巡したことなどにより、当連結会計年度の売上高は2,958億５千万円とな

り、前連結会計年度に比べ196億２千万円の減収となった。
　

③　営業利益

構造改革による生産性の向上及び経費節減に努めるとともに、前期に実施した経営基盤強化策の効

果等により、当連結会計年度の営業利益は125億９千万円となり、前連結会計年度に比べ８億円の増益

となった。
　

④　経常利益

当連結会計年度の営業外収益は５億３千万円となった。これは受取配当金１億４千万円などによる

ものである。また、営業外費用は１億５千万円となった。これは、為替差損３千万円などによるものであ

る。この結果、当連結会計年度の経常利益は129億６千万円となり、前連結会計年度に比べ８億２千万円

の増益となった。
　

⑤　当期純利益

当連結会計年度の特別利益は２億５千万円となった。これは保険返戻金１億５千万円などによるも

のである。また、特別損失は９億５千万円となった。これは、投資有価証券評価損４億７千万円及び固定

資産売却損１億４千万円などによるものである。この結果、当連結会計年度の当期純利益は71億７千万

円となり、前連結会計年度に比べ23億７千万円の減益となった。これは前期に特別利益として計上した

経営統合に伴う負ののれん発生益の影響等によるものである。
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(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について

　「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」に記載している。

　

(4) 経営戦略の現状と見通し

　「第２　事業の状況　３　対処すべき課題」に記載している。

　

(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析

①　財政状態

（資産の部）

当連結会計年度末における流動資産は、前連結会計年度末に比べ82億１千万円減少し、1,416億４

千万円となった。これは受取手形・完成工事未収入金等が211億４千万円減少したことなどによるも

のである。当連結会計年度末における固定資産は、前連結会計年度末に比べ10億８千万円減少し、864

億８千万円となった。これは繰延税金資産が12億９千万円減少したことなどによるものである。

 この結果、当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ93億円減少し、2,281

億３千万円となった。

（負債の部）

当連結会計年度末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ104億３千万円減少し、554億８千

万円となった。これは支払手形・工事未払金等が68億２千万円、短期借入金が66億円減少したことな

どによるものである。当連結会計年度末における固定負債は、前連結会計年度末に比べ16億６千万円

減少し、80億７千万円となった。これは繰延税金負債が８億７千万円減少したことなどによるもので

ある。

この結果、当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ121億円減少し、635億

６千万円となった。

（純資産の部）

当連結会計年度末における少数株主持分を含めた純資産合計は、1,645億７千万円となった。これ

は当期純利益71億７千万円の計上等により利益剰余金が44億１千万円増加したことなどによるもの

である。

なお、自己資本比率は前連結会計年度の67.7％から当連結会計年度は71.7％になった。

　

②　キャッシュ・フロー

「第２　事業の状況　１　業績等の概要　(2)キャッシュ・フローの状況」に記載している。

　

③　財政政策

コムシスグループでは、有利子負債を圧縮し、連結ベースでの資金管理の強化を図るため、キャッ

シュマネジメントシステム（ＣＭＳ）を導入している。また、当社において、緊急時の資金調達手段の

確保等を目的として総額60億円の貸出コミットメント契約を締結している。

　

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

「第２　事業の状況　３　対処すべき課題」に記載している。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

　当連結会計年度において実施したコムシスグループの設備投資総額は63億３千万円であり、その主なもの

は、日本コムシス株式会社の分散している工事基地等を集約し、生産性向上を図るための土地及び建物の取

得（神奈川県相模原市、徳島県板野郡板野町)や新人事システムの開発のほか、コムシスグループ各社の工

事車両及び工具器具備品の拡充・更新等への投資である。

　

２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

　該当事項なし。

　
(2) 国内子会社

平成24年３月31日現在

会社名

(所在地)
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額(百万円)
従業員数

(人)建物・

構築物

機械装置・運搬具

工具器具・備品

土地

(面積千㎡)

リース

資産
合計

日本コムシス㈱
(東京都品川区)

日本コムシスグループ
工事基地
事務所

13,785 763
22,938

(157)
454 37,9413,212

サンワコムシスエンジニ
アリング㈱
(東京都杉並区)

サンワコムシスエンジ

ニアリンググループ

工事基地

事務所
497 35

803

(2.9)
9 1,345 776

東日本システム建設㈱
(長野県長野市)

東日本システム建設グ

ループ

工事基地

事務所
1,694 113

1,989

(68)
46 3,843 699

㈱つうけん
(札幌市白石区）

つうけんグループ
工事基地

事務所
2,934 132

2,995

(684)
― 6,062 478

コムシス情報システム㈱
(東京都港区)

コムシス情報システム

グループ

工事基地

事務所
2 16

―

(―)
24 43 364

コムシスシェアードサー
ビス㈱
(東京都港区)

その他 事務所 1,730 35
932

( 6)
― 2,698 144

(注) １  上記金額には、消費税等は含まれていない。

２  金額の百万円未満は切り捨てている。

　

３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

会社名

事業所名

(所在地)

セグメントの名称 設備の内容

投資予定額
資金調達

方法
着手年月 完了予定

完成後の

増加能力総額

(百万円)

既支払額

(百万円)

日本コムシス㈱
(仮称)品川港南テクノ
ステーション
(東京都港区)

日本コムシスグループ
工事基地

事務所
5,563 337自己資金

平成24年

５月

平成25年

12月

分散施設の集約等に

よる作業効率の向上

日本コムシス㈱
(仮称)相模原テクノス
テーション
(神奈川県相模原市)

日本コムシスグループ
工事基地

事務所
2,0651,636自己資金

平成24年

２月

平成24年

７月

分散施設の集約等に

よる作業効率の向上

日本コムシス㈱
(仮称)徳島テクノス
テーション
(徳島県板野郡板野町)

日本コムシスグループ
工事基地

事務所
643 167自己資金

平成24年

１月

平成24年

９月

分散施設の集約等に

よる作業効率の向上

日本コムシス㈱
(仮称)南アルプステク
ノステーション
(山梨県南アルプス市)

日本コムシスグループ
工事基地

事務所
632 335自己資金

平成24年

４月

平成24年

８月

分散施設の集約等に

よる作業効率の向上

　

(2) 重要な設備の除却等

経常的な設備の更新のための除却等を除き、重要な設備の除却等の計画はない。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 580,000,000

計 580,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年６月28日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 145,977,886145,977,886
東京証券取引所
大阪証券取引所
各市場第一部

単元株式数は100株である。

計 145,977,886145,977,886― ―
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(2) 【新株予約権等の状況】

①会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。
第２回新株予約権

株主総会の特別決議日(平成20年６月27日)

　
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
(平成24年５月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　922　(注)１ 　　　　922　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)  　922,000　(注)１、２、３ 　922,000　(注)１、２、３

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり 974  (注)４ 同左

新株予約権の行使期間
  平成22年８月30日～
平成26年８月29日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格        974
資本組入額      487

同左

新株予約権の行使の条件

１．新株予約権の割当を受け
た者（以下、「新株予約権
者」という。）は、権利行
使時において当社の取締
役または当社関係会社の
取締役もしくは従業員の
いずれかの地位を有して
いることを要する。但し、
任期満了による退任、定年
または会社都合による退
職、その他取締役会が正当
な理由があると認めた場
合はこの限りではない。

２．新株予約権の相続はこれ
を認めない。

３．各新株予約権の一部行使
はできないものとする。

４．その他の条件については、
取締役会決議に基づき、当
社と新株予約権者との間
で締結する「新株予約権
割当契約」に定めるとこ
ろによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取
得については、当社取締役会
の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

　(注)５ 　(注)５

(注) １  新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数には、新株予約権者の退職等の事由による権利消滅分

を減じた数を記載している。

２  各新株予約権の目的である株式の数（以下「付与株式数」という。）は1,000株とする。但し、(注)３の定めに

より付与株式数の調整を受けることがある。

３  付与株式数は、新株予約権の割当日後、当社が株式分割（普通株式の無償割当てを含む。以下同じ。）または株

式併合を行う場合は、次の算式により調整されるものとする。但し、かかる調整は、当該時点で行使されていな

い新株予約権の付与株式数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てる

ものとする。

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割または併合の比率

    また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするときは、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。

４  以下の事由が生じた場合は、新株予約権の行使により交付を受けることができる株式１株当たりの払込金額

（以下「行使価額」という。）をそれぞれ調整する。

(1)　当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる１円

未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割または併合の比率
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(2)　当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合、または自己株式を処分する場合は、次の算式により行使

価額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

　 　 　 　
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
時　　価

既発行株式数＋新規発行株式数

上記の算式において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式の数

を控除した数とし、また、自己株式の処分を行う場合には「新規発行株式数」を「処分する自己株式

数」と読み替えるものとする。

(3)　当社が合併または会社分割を行う等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、合

併または会社分割の条件等を勘案のうえ、合理的な範囲で行使価額を調整するものとする。

５  当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生

日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収

分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につ

き株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同

じ。）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対

象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消

滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の各号に沿って再編成対象会社

の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約また

は株式移転計画において定めることを条件とする。

(1)　交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、(注)４(3)に従って定める調整後行

使価額に、上記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗

じて得られる金額とする。

(5)　新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」の開始日または組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記「新株予約権の行使期間」の満了日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げる。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

本金等増加限度額から①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7)　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要する。

(8)　新株予約権の取得の事由及び条件

注６の新株予約権の取得の事由及び条件に準じて決定する。

６　新株予約権の取得の事由及び条件

(1)　当社が消滅会社となる合併契約書承認の議案が当社株主総会で承認された場合、または、当社が完全子会

社となる株式交換契約書承認の議案もしくは株式移転計画書承認の議案につき当社株主総会で承認さ

れた場合は、取締役会が別途定める日に、当社は、新株予約権を無償で取得することができる。

(2)　当社は、新株予約権者が上記「新株予約権の行使の条件」に規定する行使の条件に該当しなくなったこ

とにより権利を行使できなくなった場合または権利を放棄した場合は、新株予約権を無償で取得するこ

とができる。
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②会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりである。

第３回新株予約権
取締役会の決議日(平成21年８月７日)

　
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
(平成24年５月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　718　(注)１ 　　　　718　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)       　71,800　(注)１、２　　　　71,800　(注)１、２

新株予約権の行使時の払込金額(円)      １株当たり    １ 同左

新株予約権の行使期間
  平成21年８月25日～
平成51年８月24日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格        947
資本組入額      474

同左

新株予約権の行使の条件

１．新株予約権の割当てを受
けた者（以下「新株予約
権者」という。）は、当社
または当社完全子会社の
取締役の地位に基づき割
当てを受けた新株予約権
につき、当該会社の取締
役の地位を喪失した日の
翌日から10日間以内に、
新株予約権を行使するこ
とができるものとする。
但し、新株予約権者が当
該会社の取締役の地位に
ある場合においても、平
成50年８月25日以降にお
いては新株予約権を行使
することができるものと
する。

２．新株予約権者が死亡した
場合、相続人は新株予約
権を承継することができ
る。但し、取締役会決議に
基づき、当社と新株予約
権者との間で締結する割
当契約（以下「新株予約
権割当契約」という。）
に定める条件による。

３．各新株予約権の一部行使
はできないものとする。

４．その他の条件について
は、新株予約権割当契約
に定めるところによる。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取
得については、当社取締役会
の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

　(注)３ 　(注)３

(注) １  新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数には、権利行使分を減じた数を記載している。

２  新株予約権１個当たりの目的である株式数（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株とする。な

お、付与株式数は、新株予約権を割り当てる日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）または株式併合を行う場合は、次の算式により調整されるものとする。但し、かかる調整は、当該時点で

行使されていない新株予約権の付与株式数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、こ

れを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割または併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生

日以降、これを適用する。

また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするときは、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
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３  当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生

日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収

分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につ

き株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同

じ。）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対

象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消

滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の各号に沿って再編成対象会社

の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約また

は株式移転計画において定めることを条件とする。

(1)　交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編成後行使価額に、

上記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られ

る金額とする。再編成後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けること

ができる再編成対象会社の株式１株当たり１円とする。

(5)　新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」の開始日または組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記「新株予約権の行使期間」の満了日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げるものとする。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

本金等増加限度額から①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7)　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要する。

(8)　新株予約権の取得の事由及び条件

注４の新株予約権の取得の事由及び条件に準じて決定する。

４　新株予約権の取得の事由及び条件

以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、当社の取締役会決議または会社法第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなされた

場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。

①  当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②  当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

③  当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案

④  当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する

ことについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤  新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社

の承認を要することまたは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取

得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案
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第４回新株予約権
取締役会の決議日(平成22年８月10日)

　
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
(平成24年５月31日)

新株予約権の数(個) 　　　　1,171　(注)１ 　　　　1,171　(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)    　　117,100　(注)１、２   　　117,100　(注)１、２

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　　１株当たり   1 同左

新株予約権の行使期間
  平成22年８月27日～
平成52年８月26日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格       605
資本組入額     303

同左

新株予約権の行使の条件

１．新株予約権の割当てを受
けた者（以下「新株予約
権者」という。）は、当社
または当社完全子会社の
取締役の地位に基づき割
当てを受けた新株予約権
につき、当該会社の取締
役の地位を喪失した日の
翌日から10日間以内に、
新株予約権を行使するこ
とができるものとする。
但し、新株予約権者が当
該会社の取締役の地位に
ある場合においても、平
成51年８月27日以降にお
いては新株予約権を行使
することができるものと
する。

２．新株予約権者が死亡した
場合、相続人は新株予約
権を承継することができ
るものとする。但し、この
場合、相続人は新株予約
権者が死亡した日から
６ヵ月間に限り本新株予
約権を行使できるものと
する。

３．各新株予約権の一部行使
はできないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取
得については、当社取締役会
の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

(注)３ (注)３

(注) １  新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数には、権利行使分を減じた数を記載している。

　　 ２  新株予約権１個当たりの目的である株式数（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株とする。な

お、付与株式数は、新株予約権を割り当てた日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）または株式併合を行う場合は、次の算式により調整されるものとする。但し、かかる調整は、当該時点で

行使されていない新株予約権の付与株式数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、こ

れを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割または併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生

日以降、これを適用する。

また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするときは、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
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３  当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生

日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収

分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につ

き株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同

じ。）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対

象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消

滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の各号に沿って再編成対象会社

の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約また

は株式移転計画において定めることを条件とする。

(1)　交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編成後行使価額に、

上記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られ

る金額とする。再編成後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けること

ができる再編成対象会社の株式１株当たり１円とする。

(5)　新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」の開始日または組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記「新株予約権の行使期間」の満了日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げる。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

本金等増加限度額から①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7)　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要する。

(8)　新株予約権の取得の事由及び条件

注３の新株予約権の取得の事由及び条件に準じて決定する。

４　新株予約権の取得の事由及び条件

以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、当社の取締役会決議または会社法第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなされた

場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。

①  当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②  当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

③  当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案

④  当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する

ことについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤  新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社

の承認を要することまたは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取

得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案
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第５回新株予約権
取締役会の決議日(平成23年８月10日)

　
事業年度末現在

（平成24年３月31日）
提出日の前月末現在
(平成24年５月31日)

新株予約権の数(個) 1,801 1,801

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株)   180,100  (注)１   180,100  (注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり   　  1 同左

新株予約権の行使期間
  平成23年８月27日～
平成53年８月26日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格       631
資本組入額     316

同左

新株予約権の行使の条件

１．新株予約権の割当てを受
けた者（以下「新株予約
権者」という。）は、当社
または当社完全子会社の
取締役の地位に基づき割
当てを受けた新株予約権
につき、当該会社の取締
役の地位を喪失した日の
翌日から10日間以内に、
新株予約権を行使するこ
とができるものとする。
但し、新株予約権者が当
該会社の取締役の地位に
ある場合においても、平
成52年８月27日以降にお
いては新株予約権を行使
することができるものと
する。

２．新株予約権者が死亡した
場合、相続人は新株予約
権を承継することができ
るものとする。但し、この
場合、相続人は新株予約
権者が死亡した日から
６ヵ月間に限り本新株予
約権を行使できるものと
する。

３．各新株予約権の一部行使
はできないものとする。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
　譲渡による新株予約権の取
得については、当社取締役会
の承認を要する。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に
関する事項

(注)２ (注)２

(注) １  新株予約権１個当たりの目的である株式数（以下「付与株式数」という。）は、当社普通株式100株とする。な

お、付与株式数は、新株予約権を割り当てた日後、当社が株式分割（当社普通株式の無償割当てを含む。以下同

じ。）または株式併合を行う場合は、次の算式により調整されるものとする。但し、かかる調整は、当該時点で

行使されていない新株予約権の付与株式数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、こ

れを切り捨てるものとする。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 分割または併合の比率

調整後付与株式数は、株式分割の場合は、当該株式分割の基準日の翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生

日以降、これを適用する。

また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするときは、合理的な範囲で付与株式数を調整するものとする。
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２  当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限

る。）（以上を総称して以下「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の効力発生

日（吸収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立株式会社の成立の日、吸収

分割につき吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立株式会社の成立の日、株式交換につ

き株式交換がその効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同

じ。）の直前において残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対

し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編成対

象会社」という。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権は消

滅し、再編成対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。但し、以下の各号に沿って再編成対象会社

の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約また

は株式移転計画において定めることを条件とする。

(1)　交付する再編成対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

(2)　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

再編成対象会社の普通株式とする。

(3)　新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記「新株予約権の目的となる株式の数」に準じて決定する。

(4)　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編成後行使価額に、

上記(3)に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られ

る金額とする。再編成後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けること

ができる再編成対象会社の株式１株当たり１円とする。

(5)　新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」の開始日または組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上記「新株予約権の行使期間」の満了日までとする。

(6)　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条

第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果生じる１円未満の

端数は、これを切り上げる。

②　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記①記載の資

本金等増加限度額から①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

(7)　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の承認を要する。

(8)　新株予約権の取得の事由及び条件

注３の新株予約権の取得の事由及び条件に準じて決定する。

３　新株予約権の取得の事由及び条件

以下の①、②、③、④または⑤の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合

は、当社の取締役会決議または会社法第416条第４項の規定に従い委任された執行役の決定がなされた

場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得することができる。

①  当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

②  当社が分割会社となる分割契約もしくは分割計画承認の議案

③  当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案

④  当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要する

ことについての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤  新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社

の承認を要することまたは当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取

得することについての定めを設ける定款の変更承認の議案
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はない。　

　

(4) 【ライツプランの内容】

　該当事項はない。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成16年８月１日 (注) ― 145,977 ― 10,000△40,000 58,815

(注)  旧商法第289条第２項の規定に基づき、資本準備金を減少し、その他資本剰余金に振替えたものである。

　

(6) 【所有者別状況】

平成24年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 62 37 191 206 4 10,41410,914 ―

所有株式数
(単元)

― 616,079102,968122,316238,187 52 380,1731,459,775170,386

所有株式数
の割合(％)

― 42.20 7.05 8.38 16.32 0.00 26.04 100.00 ―

(注) １  自己株式18,907,541株は、「個人その他」に189,075単元及び「単元未満株式の状況」に41株を含めて記載し

ている。

２  「その他の法人」及び「単元未満株式の状況」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ

36単元及び48株含まれている。
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(7) 【大株主の状況】

平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 12,328 8.44

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信
託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 10,264 7.03

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（中央三井アセット信託銀行再信託分・株式
会社フジクラ退職給付信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 6,834 4.68

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（住友信託銀行再信託分・住友電気工業株式
会社退職給付信託口）　

東京都中央区晴海一丁目８番11号 5,166 3.53

資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投
資信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号晴海
トリトンスクエアタワーＺ

3,441 2.35

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
（信託口９）　

東京都中央区晴海一丁目８番11号 3,025 2.07

日本生命保険相互会社
東京都千代田区丸の内一丁目６番６号
日本生命証券管理部内

2,977 2.04

ＪＰモルガン証券株式会社
東京都千代田区丸の内二丁目７番３号
東京ビルディング

2,830 1.93

バンク　オブ　ニユーヨーク　ジーシーエム　ク
ライアント　アカウント　ジエーピーアールデ
イ　アイエスジー　エフイー-エイシー
（常任代理人　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀
行）

PETERBOROUGH COURT 133 FLEET
STREET LONDON EC4A 2BB UNITED
KINGDOM
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１
号決済事業部）

2,039 1.39

コムシスホールディングス従業員持株会 東京都品川区東五反田二丁目17番１号 1,873 1.28

計 ― 50,781 34.78

(注) １　当社は、平成24年３月31日現在自己株式18,907,541株（12.95％）を保有しているが、上記大株主から除外して

いる。

２　住友信託銀行株式会社及びその共同保有者から平成23年11月７日付で提出された大量保有報告書（変更報告

書）により、平成23年10月31日現在で次のとおり株式を所有している旨の報告を受けているが、株主名簿と相

違しており、当社としては各社の当事業年度末時点における実質所有株式数の確認ができない。なお、大量保

有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりである。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

住友信託銀行株式会社
大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33
号

5,138 3.52

中央三井アセット信託銀行株式会
社

東京都港区芝三丁目23番１号 3,175 2.18

中央三井アセットマネジメント株
式会社

東京都港区芝三丁目23番１号 188 0.13

日興アセットマネジメント株式会
社

東京都港区赤坂九丁目７番１号 ミッ
ドタウン・タワー

3,424 2.35

計 ― 11,927 8.17
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３　株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ及びその共同保有者から平成24年４月２日付で提出された大

量保有報告書（変更報告書）により、平成24年３月26日現在で次のとおり株式を所有している旨の報告を受

けているが、株主名簿と相違しており、当社としては各社の当事業年度末時点における実質所有株式数の確認

ができないため、上記大株主の状況は、平成24年３月31日現在の株主名簿上の所有株式数を記載している。な

お、大量保有報告書（変更報告書）の内容は以下のとおりである。

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 800 0.55

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 4,046 2.77

三菱ＵＦＪ投信株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 1,585 1.09

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー
証券株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 1,493 1.02

計 ― 7,925 5.43

　
(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

(自己保有株式)

― 単元株式数は100株である。
普通株式 18,907,500

(相互保有株式)

普通株式 278,700

完全議決権株式(その他) 普通株式 126,621,300 1,266,213 ―

単元未満株式 普通株式 170,386 ― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 145,977,886― ―

総株主の議決権 ― 1,266,213 ―

(注) １  「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が、それ

ぞれ3,600株(議決権36個)及び48株含まれている。

２  単元未満株式数には当社所有の自己株式41株、日本コムシス株式会社所有の相互保有株式82株及びウィン

テック株式会社所有の相互保有株式16株が含まれている。

３　株式会社つうけん及び北通産株式会社は相互保有株式を保有していたが、平成24年３月中に売却を完了してい

るため、上記完全議決権株式（自己株式等）には含まれていない。

　
② 【自己株式等】

平成24年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式
数の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
コムシスホールディングス株式会社

東京都品川区東五反
田二丁目17番１号

18,907,500― 18,907,50012.95

(相互保有株式)
日本コムシス株式会社

東京都品川区東五反
田二丁目17番１号

266,300― 266,300 0.18

(相互保有株式)
ウィンテック株式会社

埼玉県戸田市美女木
1141－38

12,400― 12,400 0.00

計 ― 19,186,200― 19,186,20013.14

（注）　株式会社つうけん及び北通産株式会社は相互保有株式を保有していたが、平成24年３月中に売却を完了してい

る。
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(9) 【ストックオプション制度の内容】

　当社はストックオプション制度を採用している。当該制度の内容は次のとおりである。

　
①会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づく新株予約権

第２回新株予約権

決議年月日 平成20年６月27日

付与対象者の区分及び人数(人)

当社取締役                     8
当社完全子会社取締役          21
当社完全子会社執行役員        40
当社完全子会社従業員         470
その他の当社関係会社取締役   100

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

（注）　 平成24年３月31日現在、付与対象者は退職等により57名減少し、計582名である。

　

②会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づく新株予約権

第３回新株予約権

決議年月日 平成21年８月７日

付与対象者の区分及び人数(人)
当社取締役                     9
当社完全子会社取締役          19

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

（注） 　平成24年３月31日現在、付与対象者は権利行使により11名減少し、計17名である。
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第４回新株予約権

決議年月日 平成22年８月10日

付与対象者の区分及び人数(人)
当社取締役                     9
当社完全子会社取締役          19

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

（注）　 平成24年３月31日現在、付与対象者は権利行使により６名減少し、計22名である。

　
第５回新株予約権

決議年月日 平成23年８月10日

付与対象者の区分及び人数(人)
当社取締役                     10
当社完全子会社取締役           21

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載している。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の
交付に関する事項

「(2)新株予約権等の状況」に記載している。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

　　　【株式の種類等】 会社法第155条第３号及び会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はない。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成23年11月９日)での決議状況
(取得期間平成23年11月10日～平成24年３月31日)

4,500,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 3,526,600 2,999,915,300

残存決議株式の総数及び価額の総額 973,400 84,700

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 21.63 0.00

当期間における取得自己株式 ― ―

提出日現在の未行使割合(％) 21.63 0.00

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成24年５月10日)での決議状況
(取得期間平成24年５月11日～平成25年３月31日)

4,500,000 3,000,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ― ―

当事業年度における取得自己株式 ― ―

残存決議株式の総数及び価額の総額 4,500,000 3,000,000,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 100.0 100.0

当期間における取得自己株式 733,500 608,260,700

提出日現在の未行使割合(％) 83.70 79.72

(注)　当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの株式数は含まれていない。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 761 620,259

当期間における取得自己株式 146 123,826

(注)  当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式数は含まれていない。
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(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(新株予約権の権利行使及び単
元未満株式の売渡請求による売渡)

50,230 38,050,842 34 27,846

保有自己株式数 18,907,541 ― 19,641,153 ―

(注)  当期間における保有自己株式数には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの取締役会決議による取

得並びに単元未満株式の買取り及び買増しによる株式数は含まれていない。

　
３ 【配当政策】

　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題のひとつと認識しており、配当金については、安定的・

継続的な配当を中心としつつ、業績連動にも配意していくことを基本方針としている。

毎事業年度における配当の回数は中間配当金及び期末配当金の年２回としており、それぞれの決定機関

は、中間配当金は取締役会、期末配当金は株主総会である。なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中

間配当金を支払うことができる旨を定款に定めている。

　当事業年度の１株当たりの配当金については、上記方針に基づき10円の中間配当金を実施し、期末配当金

10円とあわせて１株当たり年間配当金は20円となった。

また、当事業年度中に株主への一層の利益還元と企業環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行を

可能とするため、自己株式の取得（3,526千株、2,999百万円）を実施した。
　

(注)  基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりである。

決議年月日
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

平成23年11月９日
取締役会決議

1,305 10

平成24年６月28日
定時株主総会決議

1,270 10

　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】
　

回次 第５期 第６期 第７期 第８期 第９期

決算年月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月

最高(円) 1,506 1,047 1,128 960 940

最低(円) 766 521 758 614 667

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】
　

月別 平成23年10月 11月 12月 平成24年１月 ２月 ３月

最高(円) 798 795 828 874 900 940

最低(円) 752 727 759 784 821 877

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。
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５ 【役員の状況】
　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(百株)

代表取締役

社長
　 髙  島      元 昭和23年１月３日生

平成14年６月 東日本電信電話株式会社常務取締役

(注)３ 369

平成16年６月 同社代表取締役副社長

平成18年６月 日本コムシス株式会社代表取締役副社

長

平成18年６月 当社取締役

平成19年６月 日本コムシス株式会社代表取締役社長

執行役員社長(現任)

平成19年６月 当社代表取締役副社長

平成20年６月 当社代表取締役社長（現任）

＜他の会社の代表状況＞

平成19年６月 日本コムシス株式会社代表取締役社長

執行役員社長

取締役 　 伊　東　則　昭 昭和27年４月３日生

平成16年６月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ北

海道代表取締役経営企画部長

(注)３ 100

平成17年６月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ取

締役執行役員経営企画部長

平成20年６月 西日本電信電話株式会社代表取締役副

社長

平成24年６月 日本コムシス株式会社代表取締役副社

長（現任）

平成24年６月 当社取締役（現任）

取締役 　 奥      要  治 昭和23年３月12日生

平成10年11月 アイレック技建株式会社常務取締役

(注)３ 66

平成12年６月 同社代表取締役社長

平成17年７月 日本コムシス株式会社執行役員

平成18年７月 同社常務執行役員

平成21年６月 サンワコムシスエンジニアリング株式

会社取締役副社長

平成21年６月 当社取締役　民需・官公庁事業推進担

当（現任）

平成21年９月 サンワコムシスエンジニアリング株式

会社代表取締役社長（現任）

＜他の会社の代表状況＞

平成21年９月 サンワコムシスエンジニアリング株式

会社代表取締役社長

取締役 　 三  浦  秀  利 昭和25年12月18日生

平成16年６月 エヌ・ティ・ティ・アドバンステクノ

ロジ株式会社取締役

(注)３ 92

平成17年６月 株式会社エヌ・ティ・ティ　エムイー

常務取締役

平成18年６月 同社代表取締役常務

平成19年６月 東日本システム建設株式会社取締役副

社長

平成19年６月 当社取締役(現任)

平成19年12月 東日本システム建設株式会社代表取締

役社長（現任）

＜他の会社の代表状況＞

平成19年12月 東日本システム建設株式会社代表取締

役社長

取締役 　 田　原　米　起 昭和23年10月21日生

平成13年７月 東日本電信電話株式会社取締役

(注)３ 184

平成16年６月 株式会社つうけん取締役常務執行役員

エンジニアリング本部テレコムエンジ

ニアリング事業部長

平成17年４月 同社代表取締役代表執行役員社長

平成18年６月 同社代表取締役代表執行役員社長テレ

コムエンジニアリング事業本部長

平成20年４月 同社代表取締役代表執行役員社長（現

任）

平成22年６月 当社取締役（現任）

＜他の会社の代表状況＞

平成17年４月 株式会社つうけん代表取締役代表執行

役員社長
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(百株)

取締役 　 工  藤      賢 昭和27年９月14日生

平成16年６月 東日本電信電話株式会社技術部長

(注)３ 156

平成18年６月 日本コムシス株式会社ＩＴビジネス事

業本部担当部長

平成18年７月 同社ＩＴビジネス事業本部企画部長

平成19年７月 同社執行役員ＩＴビジネス事業本部副

本部長

平成20年６月 同社取締役執行役員ＩＴビジネス事業

本部長

平成23年５月 同社取締役執行役員

平成23年５月

 

コムシス情報システム株式会社顧問

平成23年６月 コムシス情報システム株式会社代表取

締役社長（現任）

平成23年６月 当社取締役（現任）

＜他の会社の代表状況＞

平成23年６月 コムシス情報システム株式会社代表取

締役社長

取締役 財務部長 三  又  善  博 昭和25年７月７日生

平成14年７月 西日本電信電話株式会社理事財務部長

(注)３ 73

平成15年７月 日本コムシス株式会社執行役員

平成15年９月 当社取締役財務部長　ＩＲ担当

平成17年６月 日本コムシス株式会社取締役（現任）

平成19年６月 サンワコムシスエンジニアリング株式

会社取締役（現任）

平成19年６月 東日本システム建設株式会社取締役

（現任）

平成19年６月 当社取締役財務部長　ＩＲ、内部統制担

当

平成20年４月 当社取締役財務部長　ＩＲ、内部監査担

当

平成20年６月 当社取締役財務部長　ＩＲ、内部統制監

査担当（現任）

平成21年４月 コムシス情報システム株式会社監査役

平成22年６月 株式会社つうけん取締役（現任）

平成22年６月 コムシス情報システム株式会社取締役

（現任）

取締役 人事部長 山  﨑  博  文 昭和26年７月７日生

平成19年６月 日本コムシス株式会社取締役常務執行

役員事業サポート本部長

(注)３ 59

平成20年４月 同社取締役常務執行役員人材育成部長

平成20年６月 当社取締役　民需・官公庁事業推進、安

全品質推進、カイゼン推進、グループ人

事担当

平成21年４月 当社取締役人事部長　民需・官公庁事

業推進、安全品質推進、カイゼン推進担

当

平成21年６月 当社取締役人事部長　安全品質推進、カ

イゼン推進担当（現任）

平成23年６月 日本コムシス株式会社取締役専務執行

役員人材育成部長（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(百株)

取締役 　 小  川  亮  夫 昭和27年４月７日生

平成15年４月 東日本電信電話株式会社設備部エンジ

ニアリングセンタ所長

(注)３ 57

平成17年７月 日本コムシス株式会社ＮＴＴ事業本部

副本部長

平成18年７月 同社執行役員ＮＴＴ事業本部副本部長

平成19年６月 同社執行役員ＮＴＴ事業本部長

平成19年７月 同社常務執行役員ＮＴＴ事業本部長

平成20年６月 同社取締役常務執行役員ＮＴＴ事業本

部長

平成20年６月 当社取締役　ＮＴＴ事業推進、モバイル

事業推進担当（現任）

平成23年６月 日本コムシス株式会社取締役専務執行

役員ＮＴＴ事業本部長（現任）

取締役
経営企画

部長
中  嶋  龍  史 昭和27年２月23日生

平成11年７月 東日本電信電話株式会社北海道支店副

支店長

(注)３ 83

平成13年６月 日本ユーティリティサブウェイ株式会

社代表取締役副社長

平成16年７月 日本コムシス株式会社経営企画本部経

営戦略部長

平成17年７月 同社ＮＴＴ事業本部ＮＴＴエンジニア

リング部長

平成18年７月 同社執行役員ＮＴＴ事業本部ＮＴＴエ

ンジニアリング部長

平成19年６月 同社取締役執行役員経営企画本部長

平成20年４月 同社取締役執行役員経営企画部長

平成21年６月 当社取締役経営企画部長　事業改革推

進、ＩＴシステム担当（現任）

平成23年６月 日本コムシス株式会社取締役常務執行

役員経営企画部長（現任）

取締役 総務部長 山  本  智  昭 昭和29年４月６日生

平成18年６月 東日本電信電話株式会社千葉支店長

(注)３ 36

平成20年６月 同社ビジネスユーザ事業推進本部ビジ

ネス営業部長

平成21年６月 同社取締役ビジネスユーザ事業推進本

部ビジネス営業部長

平成21年７月 同社取締役ビジネス＆オフィス事業推

進本部副本部長

平成23年６月 日本コムシス株式会社取締役執行役員

総務部長（現任）

平成23年６月 当社取締役総務部長　コンプライアン

ス担当（現任）

取締役 　 後　藤　　　健 昭和16年３月19日生

昭和59年５月 日本アイビーエム株式会社取締役管理

担当

(注)３ 0

昭和63年３月 同社常務取締役管理部門担当

平成５年４月 同社専務取締役兼ＩＢＭグローバル

ファイナンシング・アジア・パシ

フィック　ゼネラルマネージャー

平成13年４月 同社副会長

平成18年４月 同社特別顧問

平成18年６月 日本コムシス株式会社社外監査役

平成18年６月 当社社外監査役

平成19年12月 株式会社パソナグループ社外監査役

（現任）

平成22年６月 株式会社ベネフィット・ワン社外監査

役（現任）

平成24年６月 当社取締役（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(百株)

常勤監査役 　 関  口  明  良 昭和23年５月６日生

平成11年７月 エヌ・ティ．ティ・コミュニケーショ

ンズ株式会社ネットワーク事業部東日

本ネットワーク設備センタ所長

(注)６ 112

平成12年７月 日本コムシス株式会社入社

平成14年７月 同社執行役員

平成17年６月 当社取締役

平成17年７月 日本コムシス株式会社常務執行役員

平成18年６月 同社常務取締役

平成19年６月 サンワコムシスエンジニアリング株式

会社専務取締役

平成21年６月 コムシスウィングス株式会社（現ウィ

ンテック株式会社）代表取締役社長

平成23年６月 日本コムシス株式会社常勤監査役

平成23年６月 当社監査役

平成24年６月 日本コムシス株式会社監査役（現任）

平成24年６月 当社常勤監査役（現任）

監査役 　 新　美　英　樹 昭和26年２月26日生

平成17年６月 株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ執

行役員ネットワーク事業本部アクセス

ネットワーク部長

(注)４ 57

平成18年６月 日本コムシス株式会社経営企画本部担

当部長

平成18年７月 同社執行役員経営企画本部経営戦略部

長

平成19年６月 当社取締役経営企画部長　事業改革推

進担当

平成21年６月 日本コムシス株式会社常務執行役員安

全品質管理本部長

平成24年６月 同社常勤監査役（現任）

平成24年６月 当社監査役（現任）

監査役 　 宮  下  正  彦 昭和31年10月３日生

昭和55年４月 警察庁入庁

(注)４ ―

平成４年４月 弁護士（第一東京弁護士会所属）登録

友常木村見富法律事務所

平成７年６月 シカゴ大学ロースクール修士課程卒

平成13年６月 岡本硝子株式会社社外監査役

平成16年３月 ＴＭＩ総合法律事務所（現任）

平成20年６月 当社監査役（現任）

監査役 　 竹　下　雅　宏 昭和22年11月14日生

平成７年５月 株式会社三菱銀行池袋支店長

(注)５ ―

平成９年11月 ダイヤモンドファクター株式会社常務

取締役

平成12年６月 ダイヤモンドビジネスエンジニアリン

グ株式会社取締役社長

平成14年７月 株式会社アクティオ常務取締役

平成18年５月 三菱ＵＦＪメリルリンチＰＢ証券株式

会社常勤監査役

平成22年５月 日本コムシス株式会社監査役(現任)

平成22年６月 当社監査役（現任）

監査役 　 秋　野　吉　郎 昭和23年９月14日生

平成13年４月 沖電気工業株式会社理事

(注)５ ―

平成17年４月 同社執行役員

平成20年４月 同社理事

平成22年６月 日本コムシス株式会社監査役(現任)

平成22年６月 当社監査役（現任）

計 1,449

(注) １  取締役　後藤　健氏は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」である。

２  監査役　宮下正彦氏、竹下雅宏氏及び秋野吉郎氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」である。

３  平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。

４  平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成28年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。

５  平成22年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。

６　平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年３月期に係る定時株主総会終結の時までである。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

コムシスグループは「増収・増益」「業務の効率化」「一体的運営の推進」の３本柱を経営の基本

に置き、常に企業価値の向上に努めることにより、各ステークホルダーから信頼・評価される真の実力

を持った会社を目指すこととしている。

　また、安全確保と品質の向上、コーポレート・ガバナンスの強化、コンプライアンスの遵守、リスク管

理の強化及びコムシスグループ行動規範の徹底、会社法及び金融商品取引法に基づく内部統制につい

ても一層の定着を図っていくこととする。

　
②企業統治の体制

イ　会社の機関の内容

　当社における企業統治の体制は、株主総会、取締役会、監査役会などを設置し、法的な枠組みにおける

監査役制度を採用している。

　経営戦略に関する最高意思決定機関である取締役会は、当社事業に精通する取締役と独立した立場で

経営監視を行う社外取締役で構成することにより、経営効率を高めるとともに、法的権限を強化された

社外監査役による監査機能の充実を図ることにより、経営の健全性の維持強化に努めている。取締役会

は12名（平成24年６月28日現在）の全取締役により構成され、取締役会規則に基づき定例取締役会と

必要に応じて臨時取締役会を開催しており、法令で定められた事項及び経営に関する重要事項につい

て意思決定を行っている。取締役会の決定に基づく業務執行については、四半期毎に担当取締役が取締

役会に報告している。社外監査役を含む監査役５名（平成24年６月28日現在）は取締役会に出席し、業

務執行上の課題について意見を述べるとともに、取締役の業務執行を監視している。

社外取締役を除く取締役及び常勤監査役で構成されている経営会議は原則月１回開催され、業務執

行の効率化を高めるため、重要な意思決定事項について審議及び決議を行っている。経営会議には必要

に応じて各組織長等がオブザーバーとして出席し、意思決定内容を的確に把握できるようにしている。

また、各取締役の指揮のもと、担当業務別に執行会議を開催し、効率的な業務運営を行っている。

　なお、各事業年度における取締役の経営責任を明確にし、経営環境の変化に対応して最適な経営体制

を機動的に構築するため、取締役の任期は１年としている。
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ロ　コムシスグループの業務執行体制、経営監視及び内部統制を図式化すると概ね次のとおりとなる。

（平成24年６月28日現在）
　

ハ　その他の企業統治に関する事項

・内部統制システムの整備の状況

　当社は、取締役会において決議した「内部統制システム構築の基本方針」に基づき、次のとおり取り

組んでいる。

　

・コンプライアンス体制の整備の状況

　当社は、「コンプライアンス・プログラム」に基づき、その枠組みの中で「コンプライアンス行動指

針」を定め、「コンプライアンス委員会」を設置している。

コンプライアンス委員会は、社長を委員長とし、当社及び統括事業会社から選出された委員、社外監

査役により構成され、当社及びコムシスグループのコンプライアンス全体を統括し、その審議を通じて

コムシスグループのコンプライアンス・マインドの向上、コンプライアンス体制の確立に取り組んで

いる。コムシスグループ各社においても、同様のコンプライアンス委員会等を設置し、各社における教

育、研修により、それぞれの「企業理念」や「行動指針」の一層の浸透を図り、コンプライアンス体制

の構築に努めている。
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・リスク管理体制の整備状況

　当社は、激しく変化する事業環境の中で、企業価値の維持・増大を図るためには、当社を取り巻くさま

ざまなリスクを適切に管理することが重要であると認識しており、社長を委員長、当社及び統括事業会

社の取締役を委員とする「リスク管理委員会」を設置している。

　平成18年８月、「リスク管理基本方針」を策定し、統括事業会社においても同様に委員会等を設置し、

それぞれの業務リスクに応じて必要な対応を行い、存在するリスクの最小限化に努める取り組みを進

めている。

　当社は、「リスク管理規程」及び「危機管理規程」を策定し、リスク管理の実践を通じて、当社及びコ

ムシスグループにおける事業の継続・安定的発展の確保に努めることとしている。

　例えば、ＩＳＯ9001、ＩＳＯ14001、ＣＯＨＳＭＳ（建設業労働安全衛生マネジメントシステム）、ＩＳ

ＭＳ、プライバシーマーク等の各マネジメントシステムについても、それぞれの業務実態に応じて運用

し、認証を取得、維持することにより、それぞれの業務リスクへの対応を行っている。

　
・ＣＳＲに対する取り組み

　当社及びコムシスグループが社会の一員として、社会貢献を含む経済的及び社会的責任を積極的に果

たすために、コムシスグループ全体を統括する「ＣＳＲ委員会」を設置している。

ＣＳＲ委員会では、コンプライアンス、コーポレート・ガバナンス、リスク管理、情報開示、情報保護、

セキュリティ対策、社会貢献、環境等のテーマを対象としてＣＳＲ活動に取り組んでいる。

　
・情報管理体制の整備

取締役会、経営会議等の議事録並びに報告書その他取締役の職務執行に係る重要な書類については、

法令及び文書管理規定等の社内規程に基づき、適切な保存・管理を行っている。

また、業務の効率化や業務執行の効率化を図るため、情報セキュリティを確保した上で、様々な情報

システムを導入し、最新の経営情報を共有できる仕組みの構築に取り組んでいる。

　
・グループ会社の管理体制の整備

コムシスグループ内の重要な意思決定事項については、コムシスグループの審議・報告ルールを明

確にした「グループ会社運営基準」に基づき、取締役会及び経営会議において審議・報告するなど、当

社への審議・報告制度を軸とした管理とモニタリングを実施する体制をとっている。

コムシスグループにおける業務の適正を確保するため、当社に設置したＣＳＲ委員会、コンプライア

ンス委員会、リスク管理委員会等の各種委員会は、統括事業会社の取締役が委員として参画しその方針

がコムシスグループ各社に浸透するよう努め、グループ各社の情報の共有化を図っている。

また、コムシスグループ各社の社長で構成される「コムシスグループ社長会」を定期的に開催し、経

営方針・施策の周知徹底を図っている。

　
ニ　責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項の規定に基づき、社外取締役及び社外監査役との間において、会社法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結している。当該契約に基づく損害賠償責任限度額は

法令が定める額としている。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役及び社外監査役が

責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られるものである。
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③内部監査及び監査役監査

当社の内部監査の組織は、内部統制監査部の内部組織として内部監査室を設置し、要員11名（平成24

年６月28日現在）の体制としている。

経営トップの方針に基づいた内部監査方針を策定し、当社及びコムシスグループ各社に対する内部

監査を実施しており、経営上の各種リスクの最小化と企業品質増大への寄与に努めている。

　監査役会は、社外監査役３名を含む５名により構成されており、運営に関しては、監査役の職務を補助

すべき使用人は有していないが、求められた場合には、その任命を含む人事及び取締役からの独立性の

確保を図る体制をとることとしている。

　監査役会規則に基づき、当社の業務または業績に影響を与える重要な事項について取締役及び使用人

は監査役に報告することとしている。

また、監査役は、いつでも必要に応じて、取締役及び使用人に対して、前記の報告やその他必要な報告

を求めることができる体制をとっている。

　監査役が定例及び臨時の取締役会、経営会議、ＣＳＲ委員会、コンプライアンス委員会等社内の重要会

議及び委員会に定例メンバとして出席し、業務執行状況について随時確認し意見を述べる体制を整備

している。

更に、業務執行の課題等について、社長に直接意見具申する場として、定例的なミーティングを開催

している。

当社監査役は監査計画に従い、会計監査人等に同行し、内部監査や会計監査の実地監査に立ち会うな

ど、内部統制監査部や会計監査人と緊密な連携を図ることにより、業務執行が適正かつ効率的に行われ

ているかを常に監視できる体制を築いている。また、コムシスグループ主要会社の監査役と定例的会議

を開催し、情報の共有、意見交換を行うなどコムシスグループ間での連携を密にして監査の実効性を確

保している。

　
④社外取締役及び社外監査役

当社の社外取締役は１名、社外監査役は３名である。

当社の社外取締役である後藤健氏及び社外監査役である宮下正彦氏、竹下雅宏氏及び秋野吉郎氏と

の間に、取締役業務及び監査役業務以外での人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関係は

ない。

当社は、社外取締役または社外監査役を選任するための提出会社からの独立性に関する基準または

方針は定めていないが、東京証券取引所及び大阪証券取引所の上場管理等に関するガイドラインにお

いて定められている社外役員の独立性に関する事項を参考にしている。また、当社は、社外役員の独立

性に関する事項に該当する、全ての社外役員を独立役員として届け出ることを方針として定めている

ことから、社外取締役である後藤健氏、社外監査役である宮下正彦氏、竹下雅宏氏及び秋野吉郎氏の４

名について、一般株主と利益相反が生じる恐れがないと判断し、東京証券取引所及び大阪証券取引所の

定めに基づく独立役員として届け出ている。

社外取締役は、平成24年６月28日開催の第９回定時株主総会にて、新たに企業経営者としての豊富な

経験と幅広い見識を有する者を選任しており、当社のグループ経営及びコーポレート・ガバナンスに

貢献していただけると判断している。また、社外監査役はそれぞれの専門的立場から客観的・中立的に

経営を監視しているため、経営に対するチェック機能は十分に機能しているものと考えている。

社外監査役は監査役会において、内部監査や会計監査の実地監査に立ち会った監査役から、それら監

査の状況や結果等の報告を受けるとともに、必要に応じて内部統制監査部と直接意見交換を行ってい

る。更に、会計監査人との定期的なミーティングを開催し、意見交換を行う等、緊密な連携を図ってい

る。
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⑤役員の報酬等

イ　提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役 127 64 57 5 ― 12

監査役
(社外監査役を除く。)

18 18 ― ― ― 3

社外監査役 13 13 ― ― ― 3

　
ロ　提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載していない。

　
ハ　使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項なし。

　
ニ　役員の報酬等の額の決定に関する方針

株主総会にて決定する報酬総額の限度額の範囲内で、取締役については役位別に定められた基本額

と、その職務に応じて算定される職務報酬との合計額に、所定の業績評価を加算し、監査役については、

監査役会にて決定した基準に従って算定している。

なお、平成19年６月28日開催の第４回定時株主総会決議による取締役の報酬額は年額400百万円以

内、監査役の報酬額は年額60百万円以内となっている。

　
⑥株式の保有状況

当社について以下のとおりである。

　
イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項なし。

　
ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保

有目的

該当事項なし。

　
ハ　保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項なし。

　
当社及び連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）がもっとも大きい会社

（最大保有会社）日本コムシス株式会社について、以下のとおりである。

　
イ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

　銘柄数　　　　　　　　　　　　 67銘柄

　　貸借対照表計上額の合計額　　4,303百万円
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ロ　保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保

有目的

（前事業年度）

特定投資株式
　

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

住友不動産㈱ 505,000 840取引関係の維持・強化

戸田建設㈱ 1,892,000 622同上

富士ソフト㈱ 339,100 453同上

京浜急行電鉄㈱ 652,000 390同上

㈱インターネットイニシアティブ 1,337 333同上

日比谷総合設備㈱ 200,000 163同上

藤田観光㈱ 400,000 126同上

㈱ＴＴＫ 204,000 90同上

スリープログループ㈱ 1,500 79同上

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 500 73同上

北陸電話工事㈱ 294,151 70同上

㈱協和エクシオ 73,358 61同上

日本電信電話㈱ 16,280 60同上

サクサホールディングス㈱ 301,000 43同上

㈱ミライトホールディングス 54,695 36同上

㈱ナカヨ通信機 181,000 35同上

大豊建設㈱ 204,169 26同上

㈱ビック東海 33,000 24同上

東京電力㈱ 45,000 20同上

ＫＤＤＩ㈱ 13 6 同上

神田通信機㈱ 10,710 1 同上

和興エンジニアリング㈱ 9,000 1 同上

㈱ソルコム 7,319 1 同上

㈱きんでん 1,000 0 同上

㈱関電工 1,000 0 同上

ホーチキ㈱ 1,100 0 同上

西部電気工業㈱ 1,000 0 同上

伊藤忠テクノソリューションズ㈱ 100 0 同上

西日本システム建設㈱ 1,000 0 同上

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,000 0 同上

　

みなし保有株式

該当事項なし。

　

（当事業年度）

特定投資株式
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銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

住友不動産㈱ 505,000 1,007取引関係の維持・強化

富士ソフト㈱ 339,100 537同上

戸田建設㈱ 1,892,000 525同上

京浜急行電鉄㈱ 652,000 472同上

㈱インターネットイニシアティブ 1,337 395同上

日比谷総合設備㈱ 200,000 182同上

藤田観光㈱ 400,000 124同上

㈱ＴＴＫ 204,000 86同上

北陸電話工事㈱ 294,151 81同上

㈱エヌ・ティ・ティ・ドコモ 500 68同上

㈱ナカヨ通信機 181,000 65同上

日本電信電話㈱ 16,280 61同上

㈱協和エクシオ 75,428 56同上

サクサホールディングス㈱ 301,000 55同上

スリープログループ㈱ 530 49同上

㈱ミライトホールディングス 54,695 32同上

㈱ＴＯＫＡＩホールディングス 75,900 30同上

大豊建設㈱ 204,169 24同上

ＫＤＤＩ㈱ 13 6 同上

㈱ソルコム 7,319 1 同上

神田通信機㈱ 10,710 1 同上

㈱きんでん 1,000 0 同上

ホーチキ㈱ 1,100 0 同上

㈱関電工 1,000 0 同上

伊藤忠テクノソリューションズ㈱ 100 0 同上

西部電気工業㈱ 1,000 0 同上

西日本システム建設㈱ 1,000 0 同上

ネットワンシステムズ㈱ 200 0 同上

㈱みずほフィナンシャルグループ 1,000 0 同上

シーキューブ㈱ 100 0 同上

　

みなし保有株式

該当事項なし。
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ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項なし。　

　

⑦会計監査の状況

　当社は、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査において、会計監査人に仰星監査法人を選任し、

経営情報を正しく提供するなど、公平不偏な会計監査を受けている。当期において会計監査業務を執行

した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は以下のとおりである。

　業務を執行した公認会計士の氏名

　公認会計士　南　　成人　氏

　公認会計士　小川　　聡　氏

　公認会計士　竹村　純也　氏
(注) 継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略している。

　監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　12名

その他の者　６名（その他の者は、公認会計士試験合格者３名、ＩＴ専門家３名である。）

なお、平成23年６月29日開催の第８回定時株主総会の終結の時をもって、公認会計士桜友共同事務所

　公認会計士丹羽秀夫、鈴木智喜、大河原恵史の３氏は任期満了となり退任したため、当社は、同株主総

会において新たに会計監査人として仰星監査法人を選任した。

　　　　　　

⑧取締役の員数

　当社の取締役は、15名以内とする旨を定款で定めている。

　
⑨取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任については、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の過半数をもって行う旨、及び取締役の選任決議につい

ては累積投票によらないものとする旨を定款で定めている。

　
⑩株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

ⅰ　当社は、自己の株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条

第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することが

できる旨を定款で定めている。

ⅱ　当社は、取締役の責任免除について、取締役が期待される役割を十分に発揮することができるよ

う、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、同法第423条第１項に規定す

る取締役（取締役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において免除することが

できる旨を定款で定めている。

ⅲ　当社は、監査役の責任免除について、監査役が期待される役割を十分に発揮することができるよ

う、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、同法第423条第１項に規定す

る監査役（監査役であった者を含む。）の損害賠償責任を法令の限度において免除することが

できる旨を定款で定めている。

ⅳ　当社は、株主への安定的・継続的な利益還元ができるよう、取締役会の決議によって、毎年９月30

日の最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権者に対し、会社法第454条

第５項の規定により、剰余金の配当（中間配当金）をすることができる旨を定款で定めている。
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⑪株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより株主総会の円滑な運営を行うた

め、会社法第309条第２項に定める決議は、当該株主総会で議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３分の２をもって行う旨を定

款で定めている。

　

(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 44 ― 44 ―

連結子会社 35 ― 34 1

計 80 ― 79 1

　

② 【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

該当事項なし。

当連結会計年度

該当事項なし。

　
③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

該当事項なし。

当連結会計年度

該当事項なし。

　
④ 【監査報酬の決定方針】

会計監査人より提示される監査計画の内容をもとに、監査時間数等の妥当性を勘案した上で決定し

ている。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令

第28号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。）第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」（昭和

24年建設省令第14号）により作成している。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(平成23年４月１日から平成24

年３月31日まで)の連結財務諸表及び事業年度(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)の財務諸表

について、仰星監査法人により監査を受けている。

なお、当社の監査公認会計士等は次のとおり異動している。

第８期連結会計年度の連結財務諸表及び第８期事業年度の財務諸表  

公認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士　丹羽　　秀夫　氏

公認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士　鈴木　　智喜　氏

公認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士　大河原　恵史　氏

第９期連結会計年度の連結財務諸表及び第９期事業年度の財務諸表

仰星監査法人
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当該異動について臨時報告書を提出している。臨時報告書に記載した事項は次のとおりである。

(1) 異動に係る監査公認会計士等の名称

　　①選任する監査公認会計士等の名称

　　　仰星監査法人

　　②退任する監査公認会計士等の氏名

　　　公認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士　丹羽　　秀夫　氏

　　　公認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士　鈴木　　智喜　氏

　　　公認会計士桜友共同事務所所属の公認会計士　大河原　恵史　氏

(2) 異動の年月日  平成23年６月29日（第８回定時株主総会開催予定日）

(3) 退任する監査公認会計士等が直近における就任年月日

　　　公認会計士　丹羽　　秀夫　氏　　平成21年６月26日

　　　公認会計士　鈴木　　智喜　氏　　平成19年６月28日

　　　公認会計士　大河原　恵史　氏　　平成17年６月29日

(4) 退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

　　　該当事項はない。

(5) 異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

　平成23年６月29日開催予定の第８回定時株主総会終結の時をもって任期満了となることに伴う異動で

ある。

(6) 上記(5)の理由及び経緯に対する監査報告等の記載事項に係る退任する監査公認会計士等の意見

　　　特段の意見はない旨の回答を得ている。

　
３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っている。具体的には、会計基準等

の内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公

益財団法人財務会計基準機構への加入及び同機構が主催するセミナーへの参加等の取組みを行っている。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 18,265 33,489

受取手形・完成工事未収入金等 ※2
 102,993

※2, ※3
 81,853

リース投資資産 2,287 2,542

有価証券 159 59

未成工事支出金 ※6
 14,539

※6
 15,087

販売用不動産 3,257 18

商品 986 1,352

材料貯蔵品 691 651

繰延税金資産 3,053 3,495

その他 3,820 3,233

貸倒引当金 △194 △137

流動資産合計 149,858 141,646

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 45,798 45,620

減価償却累計額 △21,288 △22,535

建物・構築物（純額） 24,510 23,085

機械、運搬具及び工具器具備品 22,252 20,074

減価償却累計額 △16,164 △14,956

機械、運搬具及び工具器具備品（純
額）

6,088 5,118

土地 ※5
 33,126

※5
 34,391

リース資産 70 92

減価償却累計額 △28 △48

リース資産（純額） 42 43

建設仮勘定 1 936

有形固定資産合計 63,769 63,575

無形固定資産 2,677 3,802

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 7,128

※1
 7,228

長期貸付金 1,980 1,759

前払年金費用 4,407 4,077

繰延税金資産 3,709 2,410

その他 6,039 5,689

貸倒引当金 △2,136 △2,055

投資その他の資産合計 21,129 19,110

固定資産合計 87,577 86,488

資産合計 237,436 228,135
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 46,716 ※3
 39,891

短期借入金 8,124 1,520

未払法人税等 2,261 3,795

未成工事受入金 1,228 1,448

完成工事補償引当金 134 131

工事損失引当金 ※6
 24

※6
 1,057

その他 7,431 7,637

流動負債合計 65,921 55,482

固定負債

長期借入金 49 －

繰延税金負債 1,205 333

再評価に係る繰延税金負債 ※5
 1,865

※5
 1,662

退職給付引当金 5,796 5,426

役員退職慰労引当金 302 266

その他 526 388

固定負債合計 9,746 8,078

負債合計 75,667 63,560

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 10,000

資本剰余金 55,346 55,374

利益剰余金 119,194 123,611

自己株式 △14,870 △17,504

株主資本合計 169,671 171,481

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 △374 115

土地再評価差額金 ※5
 △8,453

※5
 △8,090

その他の包括利益累計額合計 △8,827 △7,974

新株予約権 364 430

少数株主持分 560 637

純資産合計 161,768 164,574

負債純資産合計 237,436 228,135
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

売上高 315,480 295,851

売上原価 ※7
 284,427

※7
 264,733

売上総利益 31,052 31,117

販売費及び一般管理費 ※1, ※2
 19,266

※1
 18,525

営業利益 11,785 12,592

営業外収益

受取利息 68 52

受取配当金 136 142

固定資産賃貸料 131 127

その他 188 214

営業外収益合計 525 536

営業外費用

支払利息 22 14

為替差損 40 31

賃貸費用 14 46

貸倒引当金繰入額 48 －

その他 44 67

営業外費用合計 170 159

経常利益 12,140 12,969

特別利益

固定資産売却益 ※3
 108

※3
 54

投資有価証券売却益 67 35

貸倒引当金戻入額 116 －

保険返戻金 232 156

負ののれん発生益 7,543 －

その他 24 4

特別利益合計 8,091 251

特別損失

投資有価証券評価損 675 479

固定資産売却損 ※4
 108

※4
 145

固定資産除却損 ※5
 182

※5
 73

減損損失 ※6
 1,841

※6
 4

特別退職金 1,246 61

ソフトウェア評価損 3,827 －

その他 1,156 189

特別損失合計 9,038 953

税金等調整前当期純利益 11,193 12,267

法人税、住民税及び事業税 3,636 5,362

法人税等調整額 △2,077 △348

法人税等合計 1,558 5,013

少数株主損益調整前当期純利益 9,634 7,253

少数株主利益 90 79

当期純利益 9,543 7,173
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 9,634 7,253

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 69 489

土地再評価差額金 － 203

その他の包括利益合計 69 ※1
 693

包括利益 9,703 7,946

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 9,613 7,867

少数株主に係る包括利益 90 79
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 10,000 10,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,000 10,000

資本剰余金

当期首残高 57,016 55,346

当期変動額

自己株式の処分 △1,670 27

当期変動額合計 △1,670 27

当期末残高 55,346 55,374

利益剰余金

当期首残高 111,605 119,194

当期変動額

剰余金の配当 △2,511 △2,597

当期純利益 9,543 7,173

土地再評価差額金の取崩 556 △159

当期変動額合計 7,588 4,417

当期末残高 119,194 123,611

自己株式

当期首残高 △19,522 △14,870

当期変動額

自己株式の取得 △3,002 △3,000

自己株式の処分 8,060 366

連結範囲の変動 △406 －

当期変動額合計 4,652 △2,634

当期末残高 △14,870 △17,504

株主資本合計

当期首残高 159,100 169,671

当期変動額

剰余金の配当 △2,511 △2,597

当期純利益 9,543 7,173

自己株式の取得 △3,002 △3,000

自己株式の処分 6,390 393

連結範囲の変動 △406 －

土地再評価差額金の取崩 556 △159

当期変動額合計 10,570 1,810

当期末残高 169,671 171,481
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △443 △374

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

69 490

当期変動額合計 69 490

当期末残高 △374 115

土地再評価差額金

当期首残高 △7,896 △8,453

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△556 362

当期変動額合計 △556 362

当期末残高 △8,453 △8,090

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 △8,340 △8,827

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△486 852

当期変動額合計 △486 852

当期末残高 △8,827 △7,974

新株予約権

当期首残高 249 364

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 114 66

当期変動額合計 114 66

当期末残高 364 430

少数株主持分

当期首残高 759 560

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △198 76

当期変動額合計 △198 76

当期末残高 560 637
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

純資産合計

当期首残高 151,768 161,768

当期変動額

剰余金の配当 △2,511 △2,597

当期純利益 9,543 7,173

自己株式の取得 △3,002 △3,000

自己株式の処分 6,390 393

連結範囲の変動 △406 －

土地再評価差額金の取崩 556 △159

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △571 995

当期変動額合計 9,999 2,806

当期末残高 161,768 164,574
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 11,193 12,267

減価償却費 5,043 4,640

減損損失 1,841 4

投資有価証券評価損益（△は益） 675 479

貸倒引当金の増減額（△は減少） △263 △126

退職給付引当金の増減額（△は減少） △235 △369

受取利息及び受取配当金 △205 △194

支払利息 22 14

売上債権の増減額（△は増加） △15,297 21,250

未成工事支出金等の増減額（△は増加） 3,346 2,255

仕入債務の増減額（△は減少） 2,425 △6,831

その他の資産の増減額（△は増加） △1,078 718

その他の負債の増減額（△は減少） △2,687 1,279

負ののれん発生益 △7,543 －

ソフトウェア評価損 3,827 －

その他 171 108

小計 1,237 35,496

利息及び配当金の受取額 205 195

利息の支払額 △22 △12

法人税等の支払額 △3,006 △3,945

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,585 31,734

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の増減額（△は増加） 60 603

投資有価証券の取得による支出 △162 △22

投資有価証券の売却による収入 239 132

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

1,079 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

6 －

子会社株式の売却による収入 62 －

有形固定資産の取得による支出 △6,162 △4,076

無形固定資産の取得による支出 △822 △1,960

有形固定資産の売却による収入 1,783 482

貸付けによる支出 △192 △3

貸付金の回収による収入 633 497

その他 55 331

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,418 △4,015
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,887 △6,260

長期借入れによる収入 30 －

長期借入金の返済による支出 △742 △393

自己株式の取得による支出 △3,002 △3,000

自己株式の売却による収入 0 378

配当金の支払額 △2,511 △2,597

少数株主への配当金の支払額 △4 △2

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △21 △26

財務活動によるキャッシュ・フロー △364 △11,901

現金及び現金同等物に係る換算差額 △0 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,369 15,818

現金及び現金同等物の期首残高 23,005 17,635

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 17,635

※1
 33,454
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

１.　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　　39社

主要な連結子会社は、「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載しているため省略した。

平成23年７月１日にオホーツク通信建設㈱は㈱興亜テクノネット（新商号は㈱つうけん道東エンジニ

アリング）を存続会社として合併したため、また、道和通建㈱は太陽通信建設㈱（新商号は㈱つうけん道

南エンジニアリング）を存続会社として合併したため、連結の範囲から除外している。

(2) 主要な非連結子会社名は、次のとおりである。

㈱金沢情報通信工業

(連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利

益剰余金(持分に見合う額)等は、いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためである。

　
２.　持分法の適用に関する事項

(1) 持分法適用会社数

該当なし

(2) 持分法非適用の非連結子会社(㈱金沢情報通信工業外)及び関連会社(八代通信建設㈱外)は、それぞれ

当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法の

適用範囲から除外している。

　
３.　連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社39社の決算日は連結決算日に一致している。

なお、つうけんビジネス㈱は、従来、決算日が１月31日であったため、連結決算にあたっては同日現在の

財務諸表を使用し、また、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行って

いたが、同社が決算日を３月31日に変更したことに伴い、平成23年２月１日から平成24年３月31日までの

14ヶ月を連結している。

　
４.　会計処理基準に関する事項

１　重要な資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

その他有価証券

イ　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

ロ　時価のないもの

移動平均法による原価法
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(2) たな卸資産

①未成工事支出金

個別法による原価法

②販売用不動産

個別法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

③商品

移動平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

④材料貯蔵品

移動平均法による原価法

(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定)

２　重要な減価償却資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用している。

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)は定額法を採用している。

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。

建物　　　７～50年

構築物　　２～45年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法を採用している。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用

している。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の

リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３　重要な引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

(2) 完成工事補償引当金

完成工事の瑕疵担保の費用に備えるため、当連結会計年度の完成工事高に対する将来の見積補償額

に基づいて計上している。　

　
(3) 工事損失引当金

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未引渡工事の損失見込額を計

上している。　
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(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき計上している。

なお、過去勤務債務は主として発生年度の従業員の平均残存勤務期間による定額法により損益処理

しており、数理計算上の差異は主として発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法によ

り按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理することとしている。

(5) 役員退職慰労引当金

一部の連結子会社は役員の退職慰労金支給に備えるため、会社内規に基づく期末要支給額の全額を

計上している。

４　重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び費用の計上基準

当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準

(工事の進捗度の見積りは原価比例法)を、その他の工事については工事完成基準を適用している。

５　のれんの償却方法及び償却期間

のれん及び負ののれんの償却については、その効果の発現する期間にわたって均等償却を行うこと

としている。ただし、平成22年４月１日以降に発生した負ののれんについては、発生年度の収益として

処理することとしている。

なお、のれんについては、金額的重要性の乏しい場合には、発生年度の損失として処理することとし

ている。

６　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっている。

７　その他連結財務諸表作成のための重要な事項

消費税等の会計処理について

消費税等の会計処理は税抜方式によっている。
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【会計方針の変更】

当連結会計年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号  平成22年

６月30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平

成22年６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成

22年６月30日）を適用している。

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定にあたり、一定期間の勤務後に権利が確定するストック

・オプションについて、権利の行使により払い込まれると仮定した場合の入金額に、ストック・オプショ

ンの公正な評価額のうち、将来企業が提供されるサービスに係る分を含める方法に変更している。

なお、この変更に伴う影響は軽微である。

　

【表示方法の変更】

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度において、流動資産の「その他」に含めて表示していた「リース投資資産」は、重要性

が増したため、当連結会計年度より区分掲記している。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会

計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。

　この結果、前連結会計年度の連結貸借対照表において、流動資産の「その他」に表示していた6,107百万

円は、「リース投資資産」2,287百万円、「その他」3,820百万円として組み替えている。

　

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に含めて表示していた「賃貸費用」は、重要性が増

したため、当連結会計年度より区分掲記している。また、前連結会計年度において、区分掲記していた「自

己株式取得費用」は、重要性が乏しくなったため、営業外費用の「その他」に含めて表示している。この

表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、営業外費用の「その他」に表示していた52百万

円及び営業外費用の「自己株式取得費用」に表示していた６百万円は、「賃貸費用」14百万円、「その

他」44百万円として組み替えている。

　
前連結会計年度において、特別利益の「その他」に含めて表示していた「投資有価証券売却益」は、重

要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記している。この表示方法の変更を反映させるため、前連

結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。

　この結果、前連結会計年度の連結損益計算書において、特別利益の「その他」に表示していた91百万円

は、「投資有価証券売却益」67百万円、「その他」24百万円として組み替えている。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・フローの「貸付けによる支出」及び「貸付金の

回収による収入」は短期貸付金と長期貸付金の合計額を総額表示していたが、キャッシュ・フローの状

況をより明瞭に表示するため、貸付けと回収が一会計期間を通じて連続して行われる取引については、純

額を「貸付けによる支出」又は「貸付金の回収による収入」に含める方法に見直している。この表示方

法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っている。この結果、前連結会

計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、投資活動によるキャッシュ・フローの「貸付けによ

る支出」に表示していた△2,267百万円及び「貸付金の回収による収入」に表示していた2,708百万円

は、「貸付けによる支出」△192百万円、「貸付金の回収による収入」633百万円として組み替えている。

　

【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤

謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用し

ている。

　

（連結納税制度の適用を前提とした税効果会計）

当社及び当社の一部の連結子会社は、平成23年12月に連結納税の承認申請を行い、翌連結会計年度より

連結納税制度が適用されることとなったため、当連結会計年度より「連結納税制度を適用する場合の税

効果会計に関する当面の取扱い（その１）」（実務対応報告第５号　平成23年３月18日）及び「連結納

税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その２）」（実務対応報告第７号　平成22

年６月30日）に基づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を行っている。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

※１　非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりである。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

投資有価証券(株式) 671百万円 567百万円

　
※２　受取手形裏書譲渡高

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

受取手形裏書譲渡高 33百万円 40百万円

　
※３　期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理している。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手形が、期末残高に含まれ

ている。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

受取手形 － 86百万円

支払手形 － 82  〃

　

４　当社は、取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結している。これら契約に基づく当連結会計年度

末の借入未実行残高は次のとおりである。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

貸出コミットメントの総額 6,000百万円 6,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 6,000百万円 6,000百万円

　
※５　土地の再評価

連結子会社である日本コムシス㈱は、土地の再評価に関する法律(平成10年３月31日法律第34号・最終

改正平成17年７月26日法律第87号)に基づき、事業用の土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」を純

資産の部に計上している。

　

　　・再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令(平成10年３月31日政令第119号・最終改正平成18年１月27日政令第

12号)第２条第４号に定める評価額に合理的な調整を行って算定している。

　　・再評価を行った年月日

平成14年３月31日

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

再評価を行った土地の期末におけ
る時価と再評価後の帳簿価額との
差額

△1,187百万円 △1,125百万円
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※６　未成工事支出金及び工事損失引当金の表示

損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示している。

工事損失引当金に対応する未成工事支出金の額

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

未成工事支出金 24百万円 896百万円

　

(連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次のとおりである。

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

従業員給与 8,215百万円 8,142百万円

　
※２  一般管理費に含まれる研究開発費は、次のとおりである。

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

一般管理費 246百万円 ―

　

※３　固定資産売却益の内容は次のとおりである。

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

機械、運搬具及び工具器具備品 5百万円 4百万円

土地 102　〃 26　〃

その他 0　〃 23　〃

計 108百万円 54百万円

　
※４　固定資産売却損の内容は次のとおりである。

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

建物・構築物 15百万円 ―

機械、運搬具及び工具器具備品 5　〃 4百万円

土地 19　〃 　140　〃

その他 67　〃 　0　〃

計 108百万円 145百万円

　
※５　固定資産除却損の内容は次のとおりである。

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

建物・構築物 85百万円 60百万円

機械、運搬具及び工具器具備品 52　〃 11　〃

その他 44　〃 2　〃

計 182百万円 73百万円
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※６  減損損失

　　　当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上した。

　

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

用途 場所 種類 減損損失

工事基地
事務所他
 

東京都他 土地建物等 1,841百万円

事業用資産については事業所等の管理会計上の区分により、遊休資産については個別の物件ごとに

減損の兆候を判定している。上記の資産のうち一部を除き、平成23年２月に売却したため、帳簿価額を

売却価額まで減額している。

　

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略している。

　
※７　売上原価に含まれている工事損失引当金繰入額は、次のとおりである。

　

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

工事損失引当金繰入額 △115百万円 1,032百万円

　

(連結包括利益計算書関係)

　　当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

※１　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果会計

その他有価証券評価差額金 　
  当期発生額 344百万円

  組替調整額 451  〃

    税効果調整前 796百万円

    税効果額 △306　〃

    その他有価証券評価差額金 489百万円

土地再評価差額金 　
  　税効果額 203百万円

その他の包括利益合計 693百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

　

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 145,977,886― ― 145,977,886

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 20,270,254 4,220,439 8,365,805 16,124,888
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

　市場からの購入による増加　　　                     　   　 3,612,700株

　単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　　　　      　 　　2,533株

　連結子会社が株式交換に伴い自己株式を取得したことによる増加   605,062株

　株式交換に伴う端株の買取による増加　　　　　　　　　　　　　　　 144株

減少数の主な内訳は、次のとおりである。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　　　　　　 　　        219株

　株式交換の実施による自己株式の交付による減少　　　　　　　 8,351,286株

　ストック・オプション行使による減少　　　　　　　　　　　　　　14,300株

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

─ ─ ─ ─ ─ 364

合計 ─ ─ ─ ─ 364

　

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月29日
定時株主総会(注)１

普通株式 1,257 10.00平成22年３月31日 平成22年６月30日

平成22年11月10日
取締役会(注)２

普通株式 1,258 10.00平成22年９月30日 平成22年12月６日

（注）１　連結子会社が所有している自己株式に係る受取配当金（０百万円）を含めている。

      ２　連結子会社が所有している自己株式に係る受取配当金（３百万円）を含めている。

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,305 10.00平成23年３月31日 平成23年６月30日

（注）　連結子会社が所有している自己株式に係る受取配当金（６百万円）を含めている。
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当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 145,977,886― ― 145,977,886

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 16,124,888 3,527,361 465,910 19,186,339
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

　市場からの購入による増加　　　                     　   　 3,526,600株

　単元未満株式の買取による増加　　　　　　　　　　　      　 　    761株

減少数の主な内訳は、次のとおりである。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　　　　　　 　　         30株

　連結子会社が所有していた当社株式の売却による減少　　　　　   415,680株

　ストック・オプション行使による減少　　　　　　　　　　　　　  50,200株

　

３　新株予約権等に関する事項

会社名 内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(千株) 当連結会計
年度末残高
(百万円)

当連結会計
年度期首

増加 減少
当連結
会計年度末

提出会社
ストック・オプション
としての新株予約権

─ ─ ─ ─ ─ 430

合計 ─ ─ ─ ─ 430

　

　

４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会(注)１

普通株式 1,305 10.00平成23年３月31日 平成23年６月30日

平成23年11月９日
取締役会(注)２

普通株式 1,305 10.00平成23年９月30日 平成23年12月５日

（注）１　連結子会社が所有している自己株式に係る受取配当金（６百万円）を含めている。

      ２　連結子会社が所有している自己株式に係る受取配当金（６百万円）を含めている。

　

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成24年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 1,270 10.00平成24年３月31日 平成24年６月29日

（注）　連結子会社が所有している自己株式に係る受取配当金（２百万円）を含めている。
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額と関係

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

現金預金勘定 18,265百万円 33,489百万円

有価証券勘定 159　〃 59　〃

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △689　〃 △94　〃

償還期間が３ヶ月を超える債券 △100　〃 ─

現金及び現金同等物 17,635百万円 33,454百万円

　
(リース取引関係)

１　所有権移転外ファイナンス・リース取引(借主側)

(1) リース資産の内容

有形固定資産

主として、電気通信設備工事事業における車両である。

　

(2) リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前ファ

イナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、内容

は下記のとおりである。

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

　 (単位：百万円)

　

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械、運搬具及び工具器具備品他 1,537 1,062 474

　

　 (単位：百万円)

　

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

機械、運搬具及び工具器具備品他 1,040 798 242

(注)　取得価額相当額は未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。

　
② 未経過リース料期末残高相当額等

 未経過リース料期末残高相当額

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

１年内 210 161

１年超 264 80

計 474 242

(注)　未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が、有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定している。
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③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額及び減損損失

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

支払リース料 246 201

減価償却費相当額 246 201

　
④ 減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(減損損失について)

リース資産に配分された減損損失はない。

　
２　ファイナンス・リース取引(貸主側)

(1) リース投資資産の内訳

流動資産

　 　 (単位：百万円)

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

リース料債権部分 2,474 2,758

見積残存価額部分 196 201

受取利息相当額 　△390 △435

リース投資資産 2,280 2,524

　
(2) リース債権及びリース投資資産に係るリース料債権部分の連結会計年度末日後の回収予定額

流動資産

　 (単位：百万円)

　

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース投資資産に係る
リース料債権部分

888 687 410 237 104 146

　

　 (単位：百万円)

　

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

１年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース投資資産に係る
リース料債権部分

965 688 497 339 137 129
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(金融商品関係)

１  金融商品の状況に関する事項

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、グループファイナンス及び銀行借入に

より資金を調達している。

受取手形及び完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、与信管理規定に沿ってリスク低減を

図っている。

また、当社グループはデリバティブ取引を行っていない。

　
２  金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりである。

　

前連結会計年度(平成23年３月31日)

(単位：百万円)

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金預金 18,265 18,265 ―

(2) 受取手形及び完成工事未収入金等 102,993 102,993 ―

  資産計 121,258 121,258 ―

(3) 支払手形及び工事未払金等 46,716 46,716 ―

  負債計 46,716 46,716 ―

　
当連結会計年度(平成24年３月31日)

(単位：百万円)

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金預金 33,489 33,489 ―

(2) 受取手形及び完成工事未収入金等 81,853 81,853 ―

  資産計 115,342 115,342 ―

(3) 支払手形及び工事未払金等 39,891 39,891 ―

  負債計 39,891 39,891 ―

　
(注)１　金融商品の時価の算定方法に関する事項

(1)　現金預金、並びに(2)受取手形及び完成工事未収入金等は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいこ

とから、当該帳簿価額によっている。

(3)　支払手形及び工事未払金等は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっている。
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　　２　金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

　
前連結会計年度(平成23年３月31日)

(単位：百万円)

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金預金 18,265 ― ― ―

受取手形及び完成工事未収入金等 102,993 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

  その他有価証券のうち満期があるもの 　 　 　 　

  　国債・地方債 ― 10 ― ―

  　社債 100 10 100 300

  　その他 ― ― 1 ―

合計 121,358 20 101 300

　

当連結会計年度(平成24年３月31日)

(単位：百万円)

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金預金 33,489 ― ― ―

受取手形及び完成工事未収入金等 81,853 ― ― ―

有価証券及び投資有価証券 　 　 　 　

  その他有価証券のうち満期があるもの 　 　 　 　

  　国債・地方債 ― 10 ― ―

  　社債 ― ― 200 200

  　その他 ― ― 1 ―

合計 115,342 10 201 200
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(有価証券関係)

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

　　　前連結会計年度(平成23年３月31日)及び当連結会計年度(平成24年３月31日)

　　　該当事項なし。

　
２　その他有価証券で時価のあるもの

前連結会計年度(平成23年３月31日)

　 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 1,349 923 425

債券 210 209 0

その他 149 148 0

小計 1,708 1,281 426

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 3,452 4,353 △901

債券 203 220 △16

その他 410 517 △106

小計 4,066 5,091 △1,024

合計 5,775 6,373 △598

　(注)　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について547百万円減損処理を行っている。

なお、当該株式等の減損処理に当たっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落したもの及び時価が

取得原価に比べ30％以上～50％未満下落しているもののうち、時価の回復可能性があると判断されるものを除き、減

損処理を行っている。
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当連結会計年度(平成24年３月31日)

　 種類
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額(百万円)

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

株式 2,825 2,272 553

債券 ― ― ―

その他 138 137 0

小計 2,964 2,410 553

連結貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

株式 2,205 2,428 △222

債券 277 320 △42

その他 424 514 △90

小計 2,907 3,263 △355

合計 5,871 5,673 198

　(注)　当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について479百万円減損処理を行っている。

なお、当該株式等の減損処理に当たっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落したもの及び時価が

取得原価に比べ30％以上～50％未満下落しているもののうち、時価の回復可能性があると判断されるものを除き、減

損処理を行っている。

　
３　連結会計年度中に売却したその他有価証券

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

区分 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

　株式 311 67 2

　

当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

区分 売却額(百万円) 売却益の合計額(百万円) 売却損の合計額(百万円)

　株式 132 35 7

　

(デリバティブ取引関係)

　

　前連結会計年度（平成23年３月31日）及び当連結会計年度（平成24年３月31日）

　　当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はない。

　
次へ
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(退職給付関係)

　

１　採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、確定給付型の企業年金基金制度及び退職一時金制度を設けている。一部

の連結子会社は、中小企業退職金共済制度に加入している。また、一部の連結子会社においては、退職給付

信託を設定している。なお、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合がある。

　
２　退職給付債務に関する事項

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

(百万円)

イ　退職給付債務 △45,198 △43,044

ロ　年金資産 35,576 34,227

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △9,621 △8,816

ニ　未認識数理計算上の差異 11,180 10,087

ホ　未認識過去勤務債務(債務の減額) △2,947 △2,619

ヘ　連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ) △1,388 △1,348

ト　前払年金費用 4,407 4,077

チ　退職給付引当金(ヘ－ト) △5,796 △5,426

(注) 当社及び一部の連結子会社は、退職給付債務の算定に当たり、簡便法を採用している。
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３　退職給付費用に関する事項

　

前連結会計年度
(自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日)

(百万円)

当連結会計年度
(自　平成23年４月１日
至　平成24年３月31日)

(百万円)

イ　勤務費用(注)２ 2,305 2,434

ロ　利息費用 808 819

ハ　期待運用収益 △717 △706

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 1,237 1,316

ホ　過去勤務債務の費用処理額(注)１ △337 △327

ヘ　その他(注)３ 478 560

ト　退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) 3,774 4,096

（注)１　退職金の制度改定が行われたことに伴うものである。

２　簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ　勤務費用」に計上している。

３　確定拠出年金への掛金の支払額である。

４　前連結会計年度において、上記退職給付費用以外に特別退職金1,246百万円を特別損失として計上している。

　
　

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　退職給付見込額の期間配分方法

　期間定額基準

　

ロ 割引率

前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

主として2.0％ 主として2.0％

　

ハ 期待運用収益率

前連結会計年度
(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

主として2.5％ 主として2.5％

　

ニ 過去勤務債務の額の処理年数

主として15年(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分

した額を損益処理することとしている。)

　

ホ 数理計算上の差異の処理年数

主として15年(各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間による定額法により按分

した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理することとしている。)
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(ストック・オプション等関係)

　

１．費用計上額及び科目名

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
　至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
　至  平成24年３月31日)

販売費及び一般管理費の
株式報酬費用

134百万円 106百万円

 

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

　 　　(1) ストック・オプションの内容

　 第１回新株予約権 第２回新株予約権

決議年月日 平成17年６月29日 平成20年６月27日

付与対象者の区分及び

人数（名）

当社取締役　　　　　　　　　　　10

当社完全子会社取締役　　　　　　44

当社完全子会社執行役員　　　　　29

当社完全子会社従業員　　　　　 677

その他の当社関係会社取締役 　　 16

その他の当社関係会社従業員       2

当社取締役　　　　　　　　　　　 8

当社完全子会社取締役　　　　　　21 

当社完全子会社執行役員　　　　　40

当社完全子会社従業員　　　　　 470

その他の当社関係会社取締役 　　100

 

株式の種類及び付与数

（株）
普通株式  924,000 普通株式  993,000

付与日 平成17年10月７日 平成20年８月29日

権利確定条件

新株予約権の割当を受けた対象者は、

権利行使時においても、当社の取締役及

び従業員並びに当社関係会社の取締役及

び従業員としての地位を有していなけれ

ばならないものとする。ただし、任期満了

による退任、定年または会社都合による

退職、その他正当な事由がある場合はこ

の限りでない。

新株予約権の割当を受けた対象者は、

権利行使時においても、当社の取締役及

び従業員並びに当社関係会社の取締役及

び従業員としての地位を有していなけれ

ばならないものとする。ただし、任期満了

による退任、定年または会社都合による

退職、その他正当な事由がある場合はこ

の限りでない。

対象勤務期間
平成17年10月７日

～平成19年６月30日

平成20年８月29日

～平成22年８月29日

権利行使期間
平成19年７月1日

～平成23年６月30日

平成22年８月30日

～平成26年８月29日

　

　 第３回新株予約権 第４回新株予約権

決議年月日 平成21年８月７日 平成22年８月10日

付与対象者の区分及び

人数（名）

当社取締役　　　　　　　　　　　 9

当社完全子会社取締役　　　　　　19

当社取締役　　　　　　　　　　　 9

当社完全子会社取締役　　　　　  19

株式の種類及び付与数

（株）
普通株式  108,400 普通株式　145,000

付与日 平成21年８月24日 平成22年８月26日

権利確定条件 　権利確定条件は付されていない。 　権利確定条件は付されていない。

対象勤務期間 　対象勤務期間の定めはない。 　対象勤務期間の定めはない。

権利行使期間
平成21年８月25日

～平成51年８月24日

平成22年８月27日

～平成52年８月26日
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　 第５回新株予約権

決議年月日 平成23年８月10日

付与対象者の区分及び

人数（名）

当社取締役　　　　　　　　　　　10　　　　　　　　　　 

当社完全子会社取締役　　　　　　21　　　　　

株式の種類及び付与数

（株）
普通株式　180,100

付与日 平成23年８月26日

権利確定条件 　権利確定条件は付されていない。

対象勤務期間 　対象勤務期間の定めはない。

権利行使期間
平成23年８月27日

～平成53年８月26日

　  　 (2) ストック・オプションの規模及びその変動状況

　　 　 ①  ストック・オプションの数

　 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権
決議年月日 平成17年６月29日 平成20年６月27日 平成21年８月７日

権利確定前 　 　 　

　期首（株） ― ― ―

　付与（株） ― ― ―

　失効（株） ― ― ―

　権利確定（株） ― ― ―

　未確定残（株） ― ― ―

権利確定後 　 　 　

　期首（株） 900,000 932,000 94,100

　権利確定（株） ― ― ―

　権利行使（株） ― ― 22,300

　失効（株） 900,000 10,000 ―

　未行使残（株） ― 922,000 71,800

　

　 第４回新株予約権 第５回新株予約権
決議年月日 平成22年８月10日 平成23年８月10日

権利確定前 　 　

　期首（株） 145,000 ―

　付与（株） ― 180,100

　失効（株） ― ―

　権利確定（株） 145,000 ―

　未確定残（株） ― 180,100

権利確定後 　 　

　期首（株） ― ―

　権利確定（株） 145,000 ―

　権利行使（株） 27,900 ―

　失効（株） ― ―

　未行使残（株） 117,100 ―
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　　　   ②  単価情報

　 第１回新株予約権 第２回新株予約権 第３回新株予約権

決議年月日 平成17年６月29日 平成20年６月27日 平成21年８月７日

権利行使価格（円） 1,304 974 1

行使時平均株価（円） ― ― 799
付与日における公正な
評価単価（円）

─ 227 945

　

　 第４回新株予約権 第５回新株予約権

決議年月日 平成22年８月10日 平成23年８月10日

権利行使価格（円） 1 １

行使時平均株価（円） 799 ―
付与日における公正な
評価単価（円）

722 631

　

　　　３　ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

当連結会計年度において付与されたストック・オプション(第５回新株予約権)についての公正な

評価単価の見積方法は以下のとおりである。

       (1)　使用した評価技法　　　ブラック・ショールズ式

       (2)　主な基礎数値及び見積方法

　 第５回新株予約権

株価変動性　　　　　　　(注)１   40.03％

予想残存期間　　　　　　(注)２ ５年

予想配当　　　　　　　　(注)３ 20円/株

無リスク利子率　　　　　(注)４ 0.35％

(注)１　５年間(平成18年８月27日から平成23年８月26日まで)の株価実績に基づき算定している。

　　２　付与日から権利行使されると見込まれる平均的な時期までの期間を使用している。　　　　　　　

　　３　平成23年３月期の配当実績によっている。

　　４　予想残存期間に対応する期間の国債の利回りである。

　
　　　４　ストック・オプションの権利確定数の見積方法

基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法

を採用している。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

繰延税金資産 　 　 　 　 　 　

貸倒引当金 　 877百万円 　 754百万円

退職給付引当金等 　 1,891〃 　 1,674〃

役員退職慰労引当金等 　 238〃 　 223〃

未払事業税等 　 260〃 　 302〃

未払費用 　 2,627〃 　 2,527〃

投資有価証券評価損 　 653〃 　 737〃

ゴルフ会員権評価損 　 201〃 　 173〃

ソフトウェア評価損 　 1,308〃 　 775〃

その他有価証券評価差額金 　 227〃 　 24〃

子会社土地評価差額 　 1,328〃 　 2,036〃

繰越欠損金 　 1,107〃 　 914〃

その他 　 630〃 　 994〃

繰延税金資産小計 　 11,353百万円 　 11,138百万円

評価性引当額 　 △3,714〃 　 △3,613〃

繰延税金資産合計 　 7,638百万円 　 7,525百万円

繰延税金負債 　 　 　 　 　 　

固定資産圧縮積立金 　 △614百万円 　 △544百万円

子会社土地評価差額 　 △1,335〃 　 △1,214〃

その他 　 △132〃 　 △195〃

繰延税金負債合計 　 △2,082百万円 　 △1,953百万円

繰延税金資産の純額 　 5,556百万円 　 5,571百万円

　

２　再評価に係る繰延税金資産及び繰延税金負債の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

繰延税金資産 　 　 　 　 　 　

再評価に係る繰延税金資産 　 4,500百万円 　 3,953百万円

評価性引当額 　 △4,500〃 　 △3,953〃

再評価に係る繰延税金資産の合計　 ―　 　 ―　

繰延税金負債 　 　 　 　 　 　

再評価に係る繰延税金負債 　 1,865百万円 　 1,662百万円

再評価に係る繰延税金負債の合計　 1,865百万円 　 1,662百万円

再評価に係る繰延税金負債の純額 　 1,865百万円 　 1,662百万円
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３　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

法定実効税率 　 40.0％　 　 ―　

（調整） 　 　 　 　 　 　

永久に損金に算入されない項目 　 1.8％　 　 ―　

永久に益金に算入されない項目 　 △0.3％　 　 ―　

住民税均等割等 　 1.3％　 　 ―　

負ののれん償却額 　 △27.0％　 　 ―　

評価性引当額 　 △2.8％　 　 ―　

その他 　 0.9％　 　 ―　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　 13.9％　 　 ―　

（注）当連結会計年度は、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異が法定実効税率の100分

の５以下であるため注記を省略している。

　

４　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平

成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保

に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後

に開始する連結会計年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなった。こ

れに伴い、平成24年４月１日から開始する連結会計年度以降において解消が見込まれる一時差異につい

ては、繰延税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率を変更している。この税率変更により、繰

延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は375百万円減少し、その他有価証券評価差額

金は７百万円、法人税等調整額は383百万円それぞれ増加している。また、再評価に係る繰延税金負債は

203百万円減少し、土地再評価差額金は同額増加している。
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(企業結合等関係)

前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　取得による企業結合

(1) 被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形

式、結合後企業の名称及び取得した議決権比率

　　　　　　① 被取得企業の名称及び事業の内容

　　　　　　　 名　　　称　　㈱つうけん

　　　　　　　 事業の内容　　情報通信設備事業、情報通信サービス事業、販売リース事業

　　　　　　② 企業結合を行った主な理由

　全国規模でＮＴＴグループ並びに一般市場へ事業を展開している当社と北海道を主たる基

盤としてＮＴＴグループへ事業を展開している㈱つうけんは、経営統合により対象地域、事

業分野等について両社の強みを活かした広範囲な事業展開と経営資源の連携によるシナ

ジーの最大化を追求し、グループとしての成長戦略を強力に推進することによって企業価値

の一層の向上を図る。

　　　　　　③ 企業結合日

　　　　　　　 平成22年10月１日

　　　　　　④ 企業結合の法的形式

　　　　　　　 株式交換

　　　　　　⑤ 結合後企業の名称

　　　　　　　 変更はない。

　　　　　　⑥ 取得した議決権比率

　　　　　　　 100％

　
(2) 連結財務諸表に含まれる被取得企業の業績の期間

　　　　　　 平成22年10月１日から平成23年３月31日まで

　
(3) 被取得企業の取得原価及びその内訳 

　　　　　　 取得の対価　　　　　　当社普通株式 　　　　6,388百万円

　　　　　   取得に直接要した費用　アドバイザリー費用等　　66百万円
　　　　　　　　　　　　　　　―――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――

　　　　　　 取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　 6,454百万円
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(4) 株式の種類別の交換比率及びその算定方法、並びに交付した株式数

　　　　　　① 株式の種類別の交換比率

　　　　　　　 ㈱つうけんの普通株式１株に対して、当社の普通株式0.4株を割当交付している。

　　　　　　② 株式交換比率の算定方法

　当社は三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券㈱、㈱つうけんはみずほインベスターズ証券

㈱にそれぞれ独立した第三者算定機関として株式交換比率の算定を依頼し、提出された株式

交換比率の分析結果を参考に真摯に協議を行い算定している。

　　　　　　③ 交付した株式数

　　　　　　　 普通株式　8,351,286株（うち自己株式割当交付数　8,351,286株）

　
(5) 発生した負ののれんの金額及び発生原因

　　　　　　① 発生した負ののれんの金額　　　　　　　　　　　 7,199百万円

　　　　　　② 発生原因

　企業結合時の時価純資産額が取得原価を上回ったため、その差額を負ののれんとして認識し

ている。

　
(6) 企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　　　　　　流動資産　　　　　　　　14,580百万円

　　　　　　固定資産　　　　　　　　11,982百万円
　　　　　　　　　　　　　　　                                              ――――――――――――――――――

　　　　　　資産合計                26,563百万円

　　　　　　流動負債　　　　　　　　 8,392百万円

　　　　　　固定負債　　　　　　　　 4,434百万円
　　　　　　　　　　　　　　　                                              ――――――――――――――――――

　　　　　　負債合計　　　　　　　　12,826百万円

　
(7) 企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益

計算書に及ぼす影響の概算額

　　　　　　売上高　　　　　　　　　19,243百万円

　　　　　　経常利益　　　　　　　　　 395百万円

　　　　　　当期純利益　　　　　　　　 183百万円

　　　　　　なお、影響の概算額については監査証明を受けていない。

　
２　共通支配下の取引等

　　　　　　重要性が乏しいため、記載を省略している。

　
当連結会計年度（自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日）

　　　　重要性が乏しいため、記載を省略している。
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(資産除去債務関係)

前連結会計年度(平成23年３月31日)及び当連結会計年度(平成24年３月31日)

重要性が乏しいため、記載を省略している。　

　

(賃貸等不動産関係)

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)及び当連結会計年度(自  平成23

年４月１日  至  平成24年３月31日)

重要性が乏しいため、記載を省略している。
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(セグメント情報等)

　

【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。

コムシスグループは、持株会社である当社の下、各統括事業会社を中心としたグループが、それぞれの

担当事業について包括的な戦略を立案し、事業活動を展開している。

従って、当社は、統括事業会社を中心としたグループ別のセグメントから構成されており、「日本コム

シスグループ」、「サンワコムシスエンジニアリンググループ」、「東日本システム建設グループ」、

「つうけんグループ」、「コムシス情報システムグループ」の５つを報告セグメントとしている。

「日本コムシスグループ」は、主にＮＴＴグループを中心とした電気通信設備工事業を行っている。

「サンワコムシスエンジニアリンググループ」は、主にＮＣＣを中心とした電気通信設備工事業を行っ

ている。「東日本システム建設グループ」は、信越エリアにおける電気通信設備工事業を行っている。

「つうけんグループ」は、主に北海道エリアにおける電気通信設備工事業を行っている。「コムシス情報

システムグループ」は、情報処理関連事業を行っている。

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益、資産、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と同一である。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値である。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実

勢価格に基づいている。
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３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失(△)、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日)

　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他

(注1)
合計

調整額

(注2)

連結財務

諸表

計上額

(注3)

日本

コムシス

グループ

サンワ

コムシス

エンジニア

リング

グループ

東日本

システム

建設

グループ

つうけん

グループ

コムシス

情報

システム

グループ

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への

  売上高
197,40358,96622,01328,6407,938314,962518315,480 - 315,480

  セグメント間

  の内部売上高

  又は振替高

8,434 961 3,785 144 1,73315,0596,15221,211△21,211 -

計 205,83759,92725,79928,7849,671330,0216,670336,691△21,211315,480

 セグメント利益 7,8371,333 654 1,138 33711,3012,69213,993△2,20811,785

 セグメント資産 195,76426,35316,61434,3664,211277,310138,865416,176△178,740237,436

 その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　減価償却費 3,607 134 349 546 54 4,692 169 4,861 182 5,043

　有形固定資産

　及び無形固定

　資産の増加額

4,808 120 269 387 121 5,707 9 5,716 66 5,782

(注) 1  「その他」の区分は、人材派遣事業、シェアードサービス事業等及び事業セグメントに帰属しない当社(純粋持

株会社)である。

　     2  調整額は以下のとおりである。

　　 　　　(1) セグメント利益の調整額は、当社及びセグメント間取引消去である。

  　　　　 (2) セグメント資産の調整額は、主に当社及びセグメント間取引消去である。

3　セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っている。
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　当連結会計年度(自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日)

　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他

(注1)
合計

調整額

(注2)

連結財務

諸表

計上額

(注3)

日本

コムシス

グループ

サンワ

コムシス

エンジニア

リング

グループ

東日本

システム

建設

グループ

つうけん

グループ

コムシス

情報

システム

グループ

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への

  売上高
172,78052,25422,69040,3487,283295,357493295,851 - 295,851

  セグメント間

  の内部売上高

  又は振替高

7,775 267 3,593 73 2,00413,7136,13819,852△19,852 -

計 180,55552,52126,28340,4229,288309,0716,632315,703△19,852295,851

 セグメント利益

 又は損失(△)
9,3741,795 752 682 △35112,2532,74214,995△2,40312,592

 セグメント資産 196,23626,77116,09629,1045,046273,255138,672411,927△183,792228,135

 その他の項目 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　減価償却費 2,845 118 312 999 60 4,337 143 4,480 160 4,640

　有形固定資産

　及び無形固定

　資産の増加額

5,051 52 603 483 35 6,227 9 6,236 98 6,334

(注) 1  「その他」の区分は、人材派遣事業、シェアードサービス事業等及び事業セグメントに帰属しない当社(純粋持

株会社)である。

　     2  調整額は以下のとおりである。

　　 　　　(1) セグメント利益の調整額は、当社及びセグメント間取引消去である。

  　　　　 (2) セグメント資産の調整額は、主に当社及びセグメント間取引消去である。

3　セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っている。
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【関連情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　    セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略している。

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　   本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略している。

(2) 有形固定資産

　　 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はない。

３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ＮＴＴグループ 164,073

日本コムシスグループ
サンワコムシスエンジニアリンググループ
東日本システム建設グループ
つうけんグループ

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　    セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略している。

２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　   本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90%を超えるため、記載を省略している。

(2) 有形固定資産

　　 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はない。

３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

ＮＴＴグループ 180,002

日本コムシスグループ
サンワコムシスエンジニアリンググループ
東日本システム建設グループ
つうけんグループ
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　 　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 全社・消去 合計日本
コムシス
グループ

サンワ
コムシス
エンジニ
アリング
グループ

東日本
システム
建設
グループ

つうけん
グループ

コムシス
情報
システム
グループ

計

減損損失 1,101 585 96 57 ― 1,841 ― ― 1,841

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　 　 　 　 　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント

その他 全社・消去 合計日本
コムシス
グループ

サンワ
コムシス
エンジニ
アリング
グループ

東日本
システム
建設
グループ

つうけん
グループ

コムシス
情報
システム
グループ

計

減損損失 ― ― ― 4 ― 4 ― ― 4

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)及び当連結会計年度(自　平成23年４月１

日　至　平成24年３月31日)

　  該当事項なし。

　
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

平成22年10月１日付で株式交換により㈱つうけんを完全子会社としたことに伴い、負ののれん発生益

(7,199百万円)を当連結会計年度において特別利益に計上している。

　

当連結会計年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

該当事項なし。

　
【関連当事者情報】

 前連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成23年４

月１日　至　平成24年３月31日）

     記載すべき事項なし。
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(１株当たり情報)

　
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 1,238.66円 1,289.57円

１株当たり当期純利益金額 73.92円 55.50円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

73.80円 55.38円

(注) １.　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

である。
　

項目
前連結会計年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

  当期純利益(百万円) 9,543 7,173

  普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

  普通株式に係る当期純利益(百万円) 9,543 7,173

  普通株式の期中平均株式数(千株) 129,113 129,250

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

  当期純利益調整額(百万円) ─ ─

  普通株式増加数(千株) 210 284

  (うち新株予約権(千株)) (210) (284)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益金額の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要

平成17年６月29日
定時株主総会決議

 

ストックオプション
（新株予約権）

 

普通株式　900千株
 

平成20年６月27日
定時株主総会決議

 

ストックオプション
（新株予約権）

 

普通株式   932千株

平成20年６月27日
定時株主総会決議

 

ストックオプション
（新株予約権）

 

普通株式   922千株

　
２.　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。
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項目
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当連結会計年度
(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 161,768 164,574

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 924 1,067

(うち新株予約権(百万円)) (364) (430)

(うち少数株主持分(百万円)) (560) (637)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 160,843 163,506

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数(千株)

129,852 126,791
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(重要な後発事象)

　

当社は、平成24年５月10日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適

用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について次のとおり決議した。
　

①自己株式の取得を行う理由

 
株主への一層の利益還元と企業環境の変化に対応した機動的な資本政策

の遂行を可能とするため、自己株式の取得を行うものである。

②取得対象株式の種類 当社普通株式

③取得し得る株式の総数 450万株（上限）

④取得価額の総額 30億円（上限）

⑤取得期間 平成24年５月11日から平成25年３月31日まで
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⑤ 【連結附属明細表】

　

【社債明細表】

　　　該当事項なし。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 7,735 1,475 0.6 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 389 45 1.4 ―

１年以内に返済予定のリース債務 43 49 2.5 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く)

49 ― ― ―

リース債務(１年以内に返済予定
のものを除く)

6 60 2.6平成25年～平成32年

その他有利子負債 ― ― ― ―

合計 8,223 1,631 ― ―

(注) １　平均利率は期末残高から算出している。

　　 ２　長期借入金、リース債務（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年以内における１年ごとの　

　返済予定額の総額

区分
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 ― ― ― ―

リース債務 12 11 11 10

　

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が当該連結会計年度期首及び

当連結会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略している。
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(2) 【その他】

　

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高　　　　　 (百万円) 56,429 125,150 194,713 295,851

税金等調整前四半期
(当期)純利益金額
又は税金等調整前
四半期純損失金額(△)

(百万円) △268 1,829 4,318 12,267

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失金額
(△)　　

(百万円) △335 802 2,147 7,173

１株当たり四半期
(当期)純利益金額
又は１株当たり四半期
純損失金額(△)　　　　

　　(円) △2.59 6.18 16.55 55.50

　

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり
四半期純利益金額又は
１株当たり
四半期純損失金額(△)　
　　　

　　(円) △2.59 8.76 10.39 38.95
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 527 11

関係会社預け金 12,824 13,338

有価証券 100 －

繰延税金資産 23 22

その他 474 506

貸倒引当金 △48 △30

流動資産合計 13,901 13,848

固定資産

有形固定資産

工具、器具及び備品 － 0

減価償却累計額 － △0

有形固定資産合計 － 0

無形固定資産

ソフトウエア 5 5

その他 1 0

無形固定資産合計 7 6

投資その他の資産

投資有価証券 294 267

関係会社株式 120,678 120,678

繰延税金資産 52 73

その他 424 455

投資その他の資産合計 121,449 121,475

固定資産合計 121,456 121,482

資産合計 135,357 135,330

負債の部

流動負債

関係会社預り金 40,949 43,731

その他 123 148

流動負債合計 41,073 43,879

固定負債

退職給付引当金 0 0

長期未払金 31 27

固定負債合計 31 27

負債合計 41,104 43,907

EDINET提出書類

コムシスホールディングス株式会社(E00322)

有価証券報告書

 95/121



(単位：百万円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 10,000 10,000

資本剰余金

資本準備金 58,815 58,815

その他資本剰余金 38,143 38,133

資本剰余金合計 96,959 96,948

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,763 1,848

利益剰余金合計 1,763 1,848

自己株式 △14,823 △17,776

株主資本合計 93,898 91,020

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △9 △27

評価・換算差額等合計 △9 △27

新株予約権 364 430

純資産合計 94,252 91,423

負債純資産合計 135,357 135,330
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

営業収益

受取配当金 ※1
 2,501

※1
 2,627

経営管理料 ※1
 810

※1
 850

営業収益合計 3,311 3,477

営業費用

一般管理費 ※2
 747

※2
 815

営業利益 2,563 2,662

営業外収益

受取利息 ※1
 64

※1
 69

有価証券利息 2 1

貸倒引当金戻入額 － 17

その他 4 6

営業外収益合計 71 94

営業外費用

支払利息 ※1
 28

※1
 33

自己株式取得費用 6 8

貸倒引当金繰入額 48 －

その他 0 0

営業外費用合計 84 42

経常利益 2,550 2,715

特別利益

新株予約権戻入益 7 2

特別利益合計 7 2

特別損失

投資有価証券評価損 89 －

特別損失合計 89 －

税引前当期純利益 2,468 2,717

法人税、住民税及び事業税 75 33

法人税等調整額 △12 △11

法人税等合計 62 21

当期純利益 2,406 2,695
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 10,000 10,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 10,000 10,000

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 58,815 58,815

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 58,815 58,815

その他資本剰余金

当期首残高 40,098 38,143

当期変動額

自己株式の処分 △1,954 △10

当期変動額合計 △1,954 △10

当期末残高 38,143 38,133

資本剰余金合計

当期首残高 98,913 96,959

当期変動額

自己株式の処分 △1,954 △10

当期変動額合計 △1,954 △10

当期末残高 96,959 96,948

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 1,873 1,763

当期変動額

剰余金の配当 △2,516 △2,611

当期純利益 2,406 2,695

当期変動額合計 △109 84

当期末残高 1,763 1,848

自己株式

当期首残高 △20,179 △14,823

当期変動額

自己株式の取得 △3,002 △3,000

自己株式の処分 8,357 48

当期変動額合計 5,355 △2,952

当期末残高 △14,823 △17,776
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本合計

当期首残高 90,608 93,898

当期変動額

剰余金の配当 △2,516 △2,611

当期純利益 2,406 2,695

自己株式の取得 △3,002 △3,000

自己株式の処分 6,402 38

当期変動額合計 3,290 △2,877

当期末残高 93,898 91,020

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 △55 △9

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

45 △17

当期変動額合計 45 △17

当期末残高 △9 △27

新株予約権

当期首残高 249 364

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 114 66

当期変動額合計 114 66

当期末残高 364 430

純資産合計

当期首残高 90,803 94,252

当期変動額

剰余金の配当 △2,516 △2,611

当期純利益 2,406 2,695

自己株式の取得 △3,002 △3,000

自己株式の処分 6,402 38

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 159 48

当期変動額合計 3,449 △2,829

当期末残高 94,252 91,423
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【重要な会計方針】

１　有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式

移動平均法による原価法を採用している。

(2) その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

　
２　固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

定率法を採用している。なお、主な償却年数は５年である。

無形固定資産

定額法を採用している。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用し

ている。

　
３　引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき

計上している。

　

４　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっている。

　

【会計方針の変更】

当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号  平成22年６月

30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号　平成22

年６月30日）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号　平成22年

６月30日）を適用している。

　なお、これに伴う影響はない。　
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【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用している。

　

（連結納税制度の適用を前提とした税効果会計）

当社は、平成23年12月に連結納税の承認申請を行い、翌事業年度より連結納税制度が適用されることと

なったため、当事業年度より「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い（その

１）」（実務対応報告第５号　平成23年６月18日）及び「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に

関する当面の取扱い（その２）」（実務対応報告第７号　平成22年６月30日）に基づき、連結納税制度の

適用を前提とした会計処理を行っている。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

１　当社は、取引銀行４行と貸出コミットメント契約を締結している。これら契約に基づく当事業年度末の借

入未実行残高は次のとおりである。

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

貸出コミットメントの総額 6,000百万円 6,000百万円

借入実行残高 ― ―

差引額 6,000百万円 6,000百万円

　
(損益計算書関係)

※１　関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれている。

営業収益

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

受取配当金 2,501百万円 2,627百万円

経営管理料 810　〃 850　〃

　

営業外収益

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

受取利息 51百万円 62百万円

　

営業外費用

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

  支払利息 28百万円 33百万円

　
※２　一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりである。

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

役員報酬 107百万円 111百万円

給料諸手当 251　〃 266　〃

株式報酬費用 90　〃 57　〃

寄付金 ― 48　〃
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(株主資本等変動計算書関係)

　

前事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 20,180,838 3,615,377 8,365,805 15,430,410
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

　市場からの購入による増加　　　　　　　　　　　　　　 3,612,700株

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　 　　    2,533株

  株式交換に伴う端株の買取による増加                         144株

減少数の主な内訳は、次のとおりである。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　　　　　　       219株

  株式交換の実施による自己株式の交付による減少　　　   8,351,286株

　ストック・オプション行使による減少                      14,300株

　
当事業年度(自　平成23年４月１日　至　平成24年３月31日)

　自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 15,430,410 3,527,361 50,230 18,907,541
　

(変動事由の概要) 

増加数の主な内訳は、次のとおりである。

　市場からの購入による増加　　　　　　　　　　　　　　 3,526,600株

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　 　　      761株

減少数の主な内訳は、次のとおりである。

　単元未満株式の買増請求による減少　　　　　　　　　　        30株

　ストック・オプション行使による減少                      50,200株

　
(リース取引関係)

　

前事業年度（平成23年３月31日）及び当事業年度（平成24年３月31日）

該当事項なし。

　
(有価証券関係)

　

前事業年度（平成23年３月31日）及び当事業年度（平成24年３月31日）

子会社株式で市場価格のあるものはない。

　
(注)  時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式の貸借対照表計上額

　 　 (単位：百万円)

区分 平成23年３月31日 平成24年３月31日

子会社株式 120,678 120,678

上記については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるため、時価を記載

していない。
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(税効果会計関係)

１　繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

繰延税金資産 　 　 　 　 　 　

貸倒引当金 　 19百万円 　 11百万円

長期未払金 　 12〃 　 10〃

株式報酬費用 　 33〃 　 47〃

未払金 　 20〃 　 21〃

投資有価証券評価損 　 58〃 　 35〃

その他有価証券評価差額金 　 6 〃 　 15〃

未払事業税等 　 2 〃 　 0 〃

繰延税金資産小計 　 153百万円 　 143百万円

評価性引当額 　 △77百万円 　 △47百万円

繰延税金資産合計 　 75百万円 　 95百万円

　 　 　 　 　 　 　

繰延税金資産の純額 　 75百万円 　 95百万円

　
２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

法定実効税率 　 40.0％　 　 40.0％　

(調整) 　 　 　 　 　 　

永久に損金に算入されない項目 　 0.7％　 　 0.2％　

永久に益金に算入されない項目 　 △40.5％　 　 △38.7％　

税率変更に伴う影響 　 ― 　 　 0.2％　

その他 　 2.3％　 　 △0.9％　

税効果会計適用後の法人税等の負担率 　 2.5％　 　 0.8％　

　
３　法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平

成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保

に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後

に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなった。これに

伴い、平成24年４月１日から開始する事業年度以降において解消が見込まれる一時差異については、繰延

税金資産及び繰延税金負債を計算する法定実効税率を変更している。なお、この税率変更による損益に与

える影響は軽微である。

　
(資産除去債務関係)

　

前事業年度(平成23年３月31日)及び当事業年度(平成24年３月31日)

    該当事項なし。
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(１株当たり情報)

　
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

１株当たり純資産額 719.19円 716.08円

１株当たり当期純利益金額 18.58円 20.75円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

18.55円 20.70円

(注) １.　１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

である。
　

項目
前事業年度

(自  平成22年４月１日
至  平成23年３月31日)

当事業年度
(自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日)

１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益(百万円) 2,406 2,695

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,406 2,695

　普通株式の期中平均株式数(千株) 129,504 129,925

　 　 　

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益調整額(百万円) ― ―

　普通株式増加数(千株) 210 284

　(うち新株予約権(千株)) (210) (284)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額の算定に含まれな
かった潜在株式の概要

平成17年６月29日
定時株主総会決議

 

ストックオプション
（新株予約権）

 

普通株式　900千株
 

平成20年６月27日
定時株主総会決議

 

ストックオプション
（新株予約権）

 

普通株式　 932千株

平成20年６月27日
定時株主総会決議

 

ストックオプション
（新株予約権）

 

普通株式　 922千株

　
２.　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

　

項目
前事業年度

(平成23年３月31日)
当事業年度

(平成24年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 94,252 91,423

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) 364 430

(うち新株予約権(百万円)) (364) (430)

普通株式に係る期末の純資産額(百万円) 93,888 90,993

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数(千株)

130,547 127,070
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(重要な後発事象)

　

当社は、平成24年５月10日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適

用される同法第156条の規定に基づき、自己株式の取得に係る事項について次のとおり決議した。
　

①自己株式の取得を行う理由

 
株主への一層の利益還元と企業環境の変化に対応した機動的な資本政策

の遂行を可能とするため、自己株式の取得を行うものである。

②取得対象株式の種類 当社普通株式

③取得し得る株式の総数 450万株（上限）

④取得価額の総額 30億円（上限）

⑤取得期間 平成24年５月11日から平成25年３月31日まで
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④ 【附属明細表】

　

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産の総額の100分の1以下であるため、財務諸表等規則第124条の規定により、

記載を省略している。

　

【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却
累計額
(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当期末
残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　工具、器具及び備品 ─ ─ ─ 0 0 0 0

　　有形固定資産計 ─ ─ ─ 0 0 0 0

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア ― ― ─ 38 32 2 5

　その他 ─ ─ ─ 5 4 0 0

無形固定資産計 ─ ─ ─ 43 37 3 6

(注) 有形固定資産及び無形固定資産の金額が資産総額の１％以下であるため、「当期首残高」、「当期増加額」及び

「当期減少額」の記載を省略している。

　

【引当金明細表】

区分
当期首残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

貸倒引当金 48 ─ ─ 17 30

(注) 回収可能額の見直しによるものである。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

(イ)現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 0

預金 　

当座預金 1

普通預金 6

別段預金 2

計 11

合計 11

　

(ロ)関係会社預け金

　

相手先 金額(百万円)

コムシス通産㈱ 3,730

サンワコムシスエンジニアリング㈱ 3,406

㈱つうけんアクト 1,994

コムシスシェアードサービス㈱ 887

その他 3,318

計 13,338

　

(ハ)関係会社株式

　

相手先 金額(百万円)

日本コムシス㈱ 98,882

サンワコムシスエンジニアリング㈱ 6,611

東日本システム建設㈱ 6,774

㈱つうけん 6,454

コムシス情報システム㈱ 1,522

コムシスシェアードサービス㈱ 431

計 120,678
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②　負債の部

関係会社預り金

　

相手先 金額(百万円)

日本コムシス㈱ 28,803

東京通建㈱ 7,457

日東通建㈱ 3,673

コムシスエンジニアリング㈱ 1,705

その他 2,090

計 43,731
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(3) 【その他】

　株式交換により当社の完全子会社となった㈱つうけんの最近２事業年度の財務諸表は、以下のとおりであ

る。

　

(株式会社つうけん)

１　財務諸表等
(1) 財務諸表
①　貸借対照表

　 　 　 　 (単位：千円)

　 　 前事業年度
(平成23年３月31日)

　 当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部 　 　 　 　

　流動資産 　 　 　 　

　　現金及び預金 　 555,381　 1,443,848

　　受取手形 　 -　 77,639

　　完成工事未収入金 　 15,508,432　 7,705,627

　　売掛金 　 3,155　 1,453

　　商品及び製品 　 62　 39

　　未成工事支出金 　 689,522　 1,015,203

　　原材料及び貯蔵品 　 90,517　 96,412

　　前払費用 　 43,494　 58,849

　　繰延税金資産 　 193,506　 97,048

　　関係会社短期貸付金 　 1,840,277　 -

　　その他 　 273,444　 482,808

　　貸倒引当金 　 △1,720　 -

　　流動資産合計 　 19,196,075　 10,978,930

　固定資産 　 　 　 　

　　有形固定資産 　 　 　 　

　　　建物及び構築物 　 7,150,005　 7,197,264

　　　　減価償却累計額 　 △4,113,754　 △4,263,184

　　　　建物及び構築物（純額） 　 3,036,251　 2,934,080

　　　機械及び装置 　 17,717　 17,972

　　　　減価償却累計額 　 △14,205　 △14,689

　　　　機械及び装置（純額） 　 3,511　 3,282

　　　工具、器具及び備品 　 1,352,327　 1,203,648

　　　　減価償却累計額 　 △1,167,053　 △1,073,954

　　　　工具、器具及び備品（純額） 　 185,273　 129,694

　　　土地 　 2,961,313　 2,995,011

　　　建設仮勘定 　 624　 -

　　　有形固定資産合計 　 6,186,974　 6,062,069

　　無形固定資産 　 　 　 　

　　　借地権 　 5,000　 5,000

　　　電話加入権 　 32,127　 32,127

　　　施設利用権 　 405　 332

　　　ソフトウエア 　 236,810　 192,814

　　　無形固定資産合計 　 274,343　 230,274

　　投資その他の資産 　 　 　 　

　　　投資有価証券 　 846,347　 817,428

　　　関係会社株式 　 2,099,980　 1,758,293

　　　出資金 　 850　 850

　　　長期貸付金 　 782,602　 29,571

　　　破産更生債権等 　 791　 671

　　　繰延税金資産 　 851,694　 860,914

　　　その他 　 65,825　 67,664

　　　貸倒引当金 　 △475　 △335

　　　投資その他の資産合計 　 4,647,616　 3,535,058

　　固定資産合計 　 11,108,934　 9,827,401

　資産合計 　 30,305,010　 20,806,331
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　 　 　 　 (単位：千円)

　 　 前事業年度
(平成23年３月31日)

　 当事業年度
(平成24年３月31日)

負債の部 　 　 　 　

　流動負債 　 　 　 　

　　工事未払金 　 4,782,662　 2,764,221

　　買掛金 　 3,154　 1,101

　　短期借入金 　 7,700,000　 1,475,000

　　関係会社短期借入金 　 637,992　 -

　　1年内返済予定の長期借入金 　 355,000　 25,000

　　未払金 　 480,643　 293,772

　　未払費用 　 147,452　 114,775

　　未成工事受入金 　 -　 110,812

　　預り金 　 18,561　 32,368

　　完成工事補償引当金 　 1,500　 1,000

　　工事損失引当金 　 2,600　 -

　　その他 　 297,554　 37,417

　　流動負債合計 　 14,427,121　 4,855,469

　固定負債 　 　 　 　

　　長期借入金 　 25,000　 -

　　長期未払金 　 -　 8,761

　　退職給付引当金 　 2,396,767　 2,487,316

　　役員退職慰労引当金 　 12,343　 -

　　長期預り敷金 　 5,000　 5,000

　　再評価に係る繰延税金負債 　 343,925　 302,970

　　固定負債合計 　 2,783,036　 2,804,049

　負債合計 　 17,210,157　 7,659,519

純資産の部 　 　 　 　

　株主資本 　 　 　 　

　　資本金 　 1,432,939　 1,432,939

　　資本剰余金 　 　 　 　

　　　資本準備金 　 9,080　 9,080

　　　その他資本剰余金 　 24,681　 24,681

　　　資本剰余金合計 　 33,761　 33,761

　　利益剰余金 　 　 　 　

　　　利益準備金 　 366,279　 366,279

　　　その他利益剰余金 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 9,900,000　 9,900,000

　　　　繰越利益剰余金 　 1,685,054　 1,784,398

　　　利益剰余金合計 　 11,951,334　 12,050,678

　　株主資本合計 　 13,418,034　 13,517,379

　評価・換算差額等 　 　 　 　

　　その他有価証券評価差額金 　 167,924　 81,610

　　土地再評価差額金 　 △491,106　 △452,176

　　評価・換算差額等合計 　 △323,181　 △370,566

　純資産合計 　 13,094,852　 13,146,812

負債純資産合計 　 30,305,010　 20,806,331
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②　損益計算書

　 　 　 　 (単位：千円)

　
　
　
　

前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

　
　
　

当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

売上高 　 　 　 　

　完成工事高 　 35,025,426　 28,018,797

　商品売上高 　 17,727　 14,966

　売上高合計 　 35,043,153　 28,033,764

売上原価 　 　 　 　

　完成工事原価 　 33,101,622　 26,777,030

　商品売上原価 　 16,919　 13,919

　売上原価合計 　 33,118,542　 26,790,950

売上総利益 　 　 　 　

　完成工事総利益 　 1,923,804　 1,241,767

　商品売上総利益 　 807　 1,046

　売上総利益 　 1,924,611　 1,242,814

販売費及び一般管理費 　 1,184,849　 1,068,379

営業利益 　 739,762　 174,435

営業外収益 　 　 　 　

　受取利息 　 45,207　 15,771

　受取配当金 　 312,794　 415,911

　受取賃貸料 　 95,611　 99,422

　その他 　 29,232　 29,176

　営業外収益合計 　 482,845　 560,283

営業外費用 　 　 　 　

　支払利息 　 37,031　 9,757

　賃貸費用 　 62,302　 65,250

　その他 　 9,695　 5,273

　営業外費用合計 　 109,028　 80,281

経常利益 　 1,113,579　 654,436

特別利益 　 　 　 　

　固定資産売却益 　 633　 287

　投資有価証券売却益 　 11,346　 -

　親会社株式売却益 　 -　 116,134

　その他 　 124　 -

　特別利益合計 　 12,104　 116,421

特別損失 　 　 　 　

　固定資産売却損 　 985　 -

　固定資産除却損 　 2,637　 1,163

　投資有価証券評価損 　 11,976　 -

　減損損失 　 41,795　 3,615

　経営統合費用 　 26,000　 -

　その他 　 1,339　 1,286

　特別損失合計 　 84,733　 6,065

税引前当期純利益 　 1,040,950　 764,793

法人税、住民税及び事業税 　 238,814　 6,420

法人税等調整額 　 93,966　 237,708

法人税等合計 　 332,780　 244,128

当期純利益 　 708,169　 520,665
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③　株主資本等変動計算書

　 　 　 　 (単位：千円)

　 　 前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

　 当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

株主資本 　 　 　 　

　資本金 　 　 　 　

　　当期首残高 　 1,432,939　 1,432,939

　　当期変動額 　 　 　 　

　　　当期変動額合計 　 -　 -

　　当期末残高 　 1,432,939　 1,432,939

　資本剰余金 　 　 　 　

　　資本準備金 　 　 　 　

　　　当期首残高 　 9,080　 9,080

　　　当期変動額 　 　 　 　

　　　　当期変動額合計 　 -　 -

　　　当期末残高 　 9,080　 9,080

　　その他資本剰余金 　 　 　 　

　　　当期首残高 　 -　 24,681

　　　当期変動額 　 　 　 　

　　　　自己株式の処分 　 24,681　 -

　　　　当期変動額合計 　 24,681　 -

　　　当期末残高 　 24,681　 24,681

　　資本剰余金合計 　 　 　 　

　　　当期首残高 　 9,080　 33,761

　　　当期変動額 　 　 　 　

　　　　自己株式の処分 　 24,681　 -

　　　　当期変動額合計 　 24,681　 -

　　　当期末残高 　 33,761　 33,761

　利益剰余金 　 　 　 　

　　利益準備金 　 　 　 　

　　　当期首残高 　 366,279　 366,279

　　　当期変動額 　 　 　 　

　　　　当期変動額合計 　 -　 -

　　　当期末残高 　 366,279　 366,279

　　その他利益剰余金 　 　 　 　

　　　別途積立金 　 　 　 　

　　　　当期首残高 　 9,900,000　 9,900,000

　　　　当期変動額 　 　 　 　

　　　　　当期変動額合計 　 -　 -

　　　　当期末残高 　 9,900,000　 9,900,000

　　　繰越利益剰余金 　 　 　 　

　　　　当期首残高 　 1,222,429　 1,685,054

　　　　　誤謬の訂正による累積的影響額 　 -　 △153,530

　　　　遡及処理後当期首残高 　 -　 1,531,524

　　　　当期変動額 　 　 　 　

　　　　　剰余金の配当 　 △267,173　 △269,100

　　　　　当期純利益 　 708,169　 520,665

　　　　　土地再評価差額金の取崩 　 21,628　 1,309

　　　　　当期変動額合計 　 462,625　 252,874

　　　　当期末残高 　 1,685,054　 1,784,398

　　利益剰余金合計 　 　 　 　

　　　当期首残高 　 11,488,708　 11,951,334

　　　　誤謬の訂正による累積的影響額 　 -　 △153,530

　　　遡及処理後当期首残高 　 -　 11,797,803

　　　当期変動額 　 　 　 　

　　　　剰余金の配当 　 △267,173　 △269,100

　　　　当期純利益 　 708,169　 520,665

　　　　土地再評価差額金の取崩 　 21,628　 1,309

　　　　当期変動額合計 　 462,625　 252,874

　　　当期末残高 　 11,951,334　 12,050,678
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　 　 　 　 (単位：千円)

　 　 前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

　 当事業年度
(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

　自己株式 　 　 　 　

　　当期首残高 　 △74,501　 -

　　当期変動額 　 　 　 　

　　　自己株式の取得 　 △2,045　 -

　　　自己株式の処分 　 76,546　 -

　　　当期変動額合計 　 74,501　 -

　　当期末残高 　 -　 -

　株主資本合計 　 　 　 　

　　当期首残高 　 12,856,226　 13,418,034

　　　誤謬の訂正による累積的影響額 　 -　 △153,530

　　遡及処理後当期首残高 　 -　 13,264,504

　　当期変動額 　 　 　 　

　　　剰余金の配当 　 △267,173　 △269,100

　　　当期純利益 　 708,169　 520,665

　　　自己株式の取得 　 △2,045　 -

　　　自己株式の処分 　 101,228　 -

　　　土地再評価差額金の取崩 　 21,628　 1,309

　　　当期変動額合計 　 561,807　 252,874

　　当期末残高 　 13,418,034　 13,517,379

評価・換算差額等 　 　 　 　

　その他有価証券評価差額金 　 　 　 　

　　当期首残高 　 193,887　 167,924

　　当期変動額 　 　 　 　

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 △25,962　 △86,314

　　　当期変動額合計 　 △25,962　 △86,314

　　当期末残高 　 167,924　 81,610

　土地再評価差額金 　 　 　 　

　　当期首残高 　 △472,917　 △491,106

　　当期変動額 　 　 　 　

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 △18,189　 38,929

　　　当期変動額合計 　 △18,189　 38,929

　　当期末残高 　 △491,106　 △452,176

　評価・換算差額等合計 　 　 　 　

　　当期首残高 　 △279,030　 △323,181

　　当期変動額 　 　 　 　

　　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 △44,151　 △47,384

　　　当期変動額合計 　 △44,151　 △47,384

　　当期末残高 　 △323,181　 △370,566

純資産合計 　 　 　 　

　当期首残高 　 12,577,196　 13,094,852

　　誤謬の訂正による累積的影響額 　 -　 △153,530

　遡及処理後当期首残高 　 -　 12,941,322

　当期変動額 　 　 　 　

　　剰余金の配当 　 △267,173　 △269,100

　　当期純利益 　 708,169　 520,665

　　自己株式の取得 　 △2,045　 -

　　自己株式の処分 　 101,228　 -

　　土地再評価差額金の取崩 　 21,628　 1,309

　　株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 　 △44,151　 △47,384

　　当期変動額合計 　 517,656　 205,489

　当期末残高 　 13,094,852　 13,146,812
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④　キャッシュ・フロー計算書
　

　 　 　 　 (単位：千円)

　 　 前事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

　
当事業年度

(自 平成23年４月１日
　至 平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　税金等調整前当期純利益 　 1,040,950　 764,793

　減価償却費 　 315,536　 319,825

　減損損失 　 41,795　 3,615

　貸倒引当金の増減額（△は減少） 　 540　 △1,740

　完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 　 700　 △500

　退職給付引当金の増減額（△は減少） 　 △140,410　 △146,820

　役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 　 1,867　 △12,343

　受注損失引当金の増減額（△は減少） 　 2,600　 △2,600

　受取利息及び受取配当金 　 △358,002　 △431,683

　支払利息 　 37,031　 9,757

　固定資産除売却損益（△は益） 　 2,988　 876

　売上債権の増減額（△は増加） 　 △6,862,682　 7,726,867

　たな卸資産の増減額（△は増加） 　 288,021　 △331,552

　仕入債務の増減額（△は減少） 　 1,750,392　 △1,870,814

　未払消費税等の増減額（△は減少） 　 42,418　 △107,951

　未成工事受入金の増減額（△は減少） 　 △17,247　 110,812

　その他 　 195,127　 △410,529

　小計 　 △3,658,373　 5,620,010

　利息及び配当金の受取額 　 358,472　 434,810

　利息の支払額 　 △34,982　 △8,165

　確定拠出型年金への移行に伴う支払額 　 △112,118　 △79,880

　法人税等の支払額 　 △35,351　 △346,190

　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 △3,482,353　 5,620,584

投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　親会社株式の売却による収入 　 -　 378,732

　固定資産の取得による支出 　 △241,761　 △171,705

　固定資産の売却による収入 　 8,113　 3,034

　投資有価証券の取得による支出 　 -　 △40,000

　投資有価証券の売却による収入 　 13,620　 1,544

　貸付けによる支出 　 △1,992,170　 △1,949,441

　貸付金の回収による収入 　 2,606,435　 4,542,650

　子会社株式の取得による支出 　 -　 △7,900

　その他 　 △3,728　 △1,940

　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 390,509　 2,754,974

財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　短期借入金の純増減額（△は減少） 　 4,995,064　 △6,862,992

　長期借入金の返済による支出 　 △1,510,000　 △355,000

　自己株式の取得による支出 　 △2,045　 -

　配当金の支払額 　 △267,173　 △269,100

　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 3,215,846　 △7,487,092

現金及び現金同等物に係る換算差額 　 -　 -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 　 124,002　 888,466

現金及び現金同等物の期首残高 　 431,379　 555,381

現金及び現金同等物の期末残高 　 555,381　 1,443,848
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り・
買増し

　

　　取扱場所
 
 

(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人
 
 

(特別口座)
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取・買増手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電
子公告による公告をすることができない場合は、東京都において発行する日本経済新
聞に掲載する方法により行う。
なお、電子公告は当社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおりであ
る。
http://www.comsys-hd.co.jp/ir/koukoku/

株主に対する特典 なし

(注)　当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

①会社法第189条第２項各号に掲げる権利

②会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

③株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利

④株主の有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式を売り渡すことを請求する権利
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

　当社には、親会社等はない。

　
２ 【その他の参考情報】

　当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。
　

(1)
 
有価証券報告書
及びその添付書類
並びに確認書

事業年度(第８期) 自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

　 平成23年６月29日
関東財務局長に提出。

(2)
 
 

内部統制報告書 事業年度(第８期) 自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

　 平成23年６月29日
関東財務局長に提出。

(3)
 
四半期報告書
及び確認書

(第９期第１四半期) 自　平成23年４月１日
至　平成23年６月30日

　 平成23年８月15日
関東財務局長に提出。

　 　 (第９期第２四半期) 自　平成23年７月１日
至　平成23年９月30日

　 平成23年11月14日
関東財務局長に提出。

　 　 (第９期第３四半期) 自　平成23年10月１日
至　平成23年12月31日

　 平成24年２月14日
関東財務局長に提出。

(4)臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第
９号の４（監査公認会計士等の異動）の規定に基づ
く臨時報告書

　 平成23年５月11日
関東財務局長に提出。

　 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第
９号の２（株主総会における議決権行使結果）の規
定に基づく臨時報告書

　 平成23年７月４日
関東財務局長に提出。

　 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第
２号の２（ストックオプション制度に基づく新株予
約権の発行）の規定に基づく臨時報告書
 

　 平成23年８月10日
関東財務局長に提出。

(5)訂正臨時報告書 平成23年８月10日提出の臨時報告書（ストックオプ
ション制度に基づく新株予約権の発行）の訂正報告
書

　 平成23年８月26日
関東財務局長に提出。

(6)自己株券買付
状況報告書

報告期間 自　平成23年11月１日
至　平成23年11月30日

　 平成23年12月８日
関東財務局長に提出。

　 　 報告期間 自　平成23年12月１日
至　平成23年12月31日

　 平成24年１月11日
関東財務局長に提出。

　 　 報告期間 自　平成24年１月１日
至　平成24年１月31日

　 平成24年２月８日
関東財務局長に提出。

　 　 報告期間 自　平成24年２月１日
至　平成24年２月29日

　 平成24年３月９日
関東財務局長に提出。

　 　 報告期間 自　平成24年３月１日
至　平成24年３月31日

　 平成24年４月９日
関東財務局長に提出。

　 　 報告期間 自　平成24年５月１日
至　平成24年５月31日

　 平成24年６月11日
関東財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項なし。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

　
平成24年６月28日

コムシスホールディングス株式会社

取締役会　御中

仰星監査法人

　
代 表 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    南       成  人        印

　

業務執行社員 　 公認会計士    小  川       聡        印

　

業務執行社員 　 公認会計士    竹  村   純  也        印

　
＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられているコムシスホールディングス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会

計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変

動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記

及び連結附属明細表について監査を行った。

　
連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証

を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査

手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ

いて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸

表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその

適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討するこ

とが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、コムシスホールディングス株式会社及び連結子会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日を

もって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に

表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、コムシスホール

ディングス株式会社の平成24年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、コムシスホールディングス株式会社が平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は

有効であると表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係

る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点におい

て適正に表示しているものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　

 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途
保管している。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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独立監査人の監査報告書
　

　
平成24年６月28日

コムシスホールディングス株式会社

取締役会　御中

仰星監査法人

　
代 表 社 員
業務執行社員

　 公認会計士    南       成  人        印

　

業務執行社員 　 公認会計士    小  川       聡        印

　

業務執行社員 　 公認会計士    竹  村   純  也        印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に
掲げられているコムシスホールディングス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第９期
事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注
記及び附属明細表について監査を行った。
　
財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成
し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に
表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明
することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を
行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る
ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続
は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択
及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当
監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と
適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並
びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
監査意見
当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て、コムシスホールディングス株式会社の平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業
年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

※１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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